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○議長（安元慶彦君）皆さん、おはようございます。定刻になりました。御起立をお願いいたします。
　傍聴者の方も御協力をお願いいたします。

　一礼して着席ください。礼。
　開議に先立ち、議員及び執行部の皆さんに議長よりお願いいたします。発言は必ず議長の許可を得てから発言してください。また、不穏当発言、不規則発言に御注意いただき、有意義な会議になりますように皆様の御協力をお願いいたします。
　それでは始めます。

　ただいまの出席議員は議員全員です。
　これから、本日の会議を開きます。

　本日の議事日程はお手元に配付のとおりです。
───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）日程第１、諸般の報告を行います。
　本日の会議では、一般質問を行います。
　一般質問の通告者は、お手元の日程表に掲載のとおり８名です。
　質問順は申し合わせにより、通告書提出順に発言を許可することといたします。
　本日の会議には、地方自治法第１２１条の規定に基づく説明員として、別紙名簿の各氏が出席いたしております。
───────────────────────────────
○議長（安元慶彦君）日程第２、一般質問を行います。
　質問者の質問時間は、答弁を含み６０分以内ですので、通告された時間内に終わるよう要点を簡潔明瞭に行い、また答弁につきましても、効率的な議事運営への御協力をお願いします。
　時間の経過は議場内に表示されますので、消費時間を確認し、厳守ください。
　それでは、１番　宮崎議員、登壇ください。

　宮崎議員。
○６番（宮崎昌宗君）１番、宮崎です。大きく分けて２点、一般質問を行いますので、よろしくお願いいたします。
　まず、傍聴の皆様におかれましては、この梅雨どきの大変洗濯日和にかかわらず御来庁いただき、まことにありがとうございます。皆様の選んだ議員の人々がしっかり働いている姿を見ていただいて、また皆さんの思い等をお近くの議員とか話しやすい議員の方に、ぜひそういった言葉を投げていただければ、私たちもしっかりと受けとめて発言してまいりますので、よろしくお願いいたします。
　それでは、質問に移ります。まず、１点目、田舎暮らし研究交流サロン事業について質問いたします。
　田舎暮らし研究交流サロンということで、平成２６年春にこれが開設され、スタートされました。東上は有田の民家をお借りして、そういった予算をつけ改築し、そういったサロンを町としてつくっております。こういったサロンをつくるに当たり、学生とか、いろいろな学者とかが見えて、本当に手づくりでつくられた、なかなか上毛町の名物となったこのサロンでございますが、箱物ではなく、しっかりとした、魂のこもった施設として活躍するためにどうだったのか、この２６年度の事業内容と実績をお尋ねいたします。
　続きまして、空き家対策についてでございますが、平成２６年１１月１９日、空き家対策特別措置法が成立され、５月２６日から完全施行されております。今、全国で７から８軒に１軒が空き家と言われ、この上毛町でも２００軒が空き家と言われております。老朽化した空き家は倒壊の危険もあり、防犯上の問題もあり、ごみとか環境衛生上の問題も大きい、非常に深刻なことでございます。これはもう全国各地の問題でもございます。

　こうしたことから、老朽化した空き家の撤去、空き家の活用を進めるため、特別措置法が制定されました。私も、この空き家問題は平成２２年９月の一般質問で行っておりまして、当時、この空き家特別措置法が定めているように、例えば行政代執行等はできないものか、そういう条例を制定するべきではないかと、当時の町長にも言いました。重要性は認識していただきましたが、なかなか条例制定までには行っておりませんでした。こうした空き家の問題というのは全国でもあるものですから、先進地等では独自の条例を制定し、空き家対策を講じておりましたが、ついに国も、そういった全国的な問題に取り組もうということで、国としての法律、特別措置法を成立して、今日に至るというわけでございます。
　そういった中で、この空き家対策特別措置法を町としてどのように活用していくかということを質問いたしたいと思います。
　なお、今後のやりとりにつきましては、まず最初に、田舎暮らし研究交流サロン事業についての質問、答弁をお願いいたします。なお、空き家対策につきましては、その問題が終了した後に答弁を含め、お答えいただければと思いますので、まずは、田舎暮らし研究交流サロンからお答えいただきますよう、よろしくお願いいたします。以上、あとは自席で行います。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）では、企画から田舎暮らし研究交流サロン事業についてということで、まず最初に、田舎暮らし研究交流サロンの平成２６年度の事業の内容と実績を報告させていただきます。
　平成２６年度の実績でございますが、主にそのサロンにおきましては、地域おこし協力隊が駐在いたしまして、研究交流サロンの運営、お試し居住になりますがワーキングステイの関連、情報発信、あとレポート作成事業の補助等などの事業を主に行っております。
　実績でございます。事業でいきますと、まず研究サロンの運営でございますが、活動内容といたしましては、訪問者の橋渡しと研修会等の開催が大きな仕事になっております。訪問者延べ数が平成２６年度８３１名、実数で言いますと２５７名の方が各地域から、全国日本中から来られております。
　研修会につきましては、大きな事業としてワークショップを３回開いております。
　続きまして、ワーキングステイの関連でございますが、これは体験の居住者、参加者の案内ということで、ワーキングステイの関係は、本年度３組、３名の方が御参加していただいております。東京から二組、福島から一組です。その滞在期間中に、サロンが町の案内人となって、地域住民とのかけ橋となり、交流を進めていっているという状況でございます。
　続きまして、情報発信でございます。もちろんホームページで上毛町を数多く紹介しております。訪問者におかれましては、口コミで訪問する人がほとんどでございますが、ホームページに引かれて来町してくる、全国から集まる方も多くおられます。特にワーキングステイの募集の記事につきましては、サロンから発信しましたが、１万人以上の方が閲覧したということが確認されております。
　あと営業活動ということで、まちづくりにかかわる若い人材が集う場所に、講演などのイベントを通じて町の紹介を行い、人材誘致活動を行っているというのが現状でございます。
　最後に、上毛町レポート作成事業についてもお世話をしております。今年度は、課題解決フィールドワークに参加された大学生及び高校生の皆様、その他の方合わせて４名の方が、この上毛町レポート作成作業に参加しておりますが、その関連の方々のお世話等を行っております。
　このフィールドワークにつきましては、最終的には町に、大池公園の整備関係のテーマでフィールドワークを行って、行政にいろいろ資料なり参考になるものを作成していただいております。以上、大きな事業項目が四つございまして、平成２６年度の事業内容になります。

　以上でございます。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）それでは、先ほどの研究サロンが、訪問者が８３１名とありまして、実数が２５７名ということはリピーターの方もいらっしゃるということだと思います。この研究サロンは本来、やはりそういった定住促進とかＵターン、Ｉターンの支援だと思いますが、８３１名の中には、恐らくこれがまた新聞等でかなり報道されて、そういった中で研修目的等で外部から来た方もいらっしゃると思います。
　もちろん研修目的で来られても上毛町の大変ＰＲになるので、それはそれでいいと思うんですけれども、本来のそういった定住促進とか、そういった面においての利用者、訪問者というのは色分けというか、大体その辺は把握されているんですか。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）訪問目的については全てチェックしておりまして、実数の中のイベント関係で来られる方、相談、見学、視察、取材、レポート事業ということで、いろいろ多岐にわたってサロンに目的を持たれて参加する方がおられます。
　主に視察というか、上毛町がどのような状況であるか、町を知りたいということで来られた方が、見学を含めて実数に対して１２０名ぐらいの方です。上毛町がどのような町であるかということを研究、知りたいということで来られた百二、三十名の方がおられます。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）その中で、やはりそういった定住促進という目的を持っていますので、実際、具体的に定住をしたいんだけれどもとか、こういったところに仕事はないだろうかとか、そういった相談に乗った件数は何か把握されていますでしょうか。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）具体的に、定住のみの相談の数は把握しておりませんが、この中に相談という件数で５７件ありますので、その中に含まれているものと思っております。

　以上です。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）そうしたら、相談を受けていて、実際に定住につながったというような人数がいましたら、ぜひお知らせいただきたいんですけれども。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）現在、８名の方がいろいろな関連で上毛町に定住しておりますが、今現在、２名の方が定住に向けて御相談していただいております。１名の方は京都に在住しておられる方で、要するにセカンド、二居住という形で考えている方もおられますし、先ほど言いましたけれども、関東のほうから来られる方もたくさんおられまして、その中でも、やはり上毛町に住みたいと意思表示はする人はおりますが、定住に結びついている方は、先ほど言いましたように、その関連では８名程度おりますけれども、サロンで直接というのは今、話を進めている状況でございます。

○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）この２６年という、始まって１年ほどで、これが全ての原因ではないかもしれませんけれども、８名の定住を促し、現在、２名の相談が進行中というのは、大変効果があった事業ではないかなと思いますが、町長もそういった定住者と会う機会もあったかと思いますけれども、こういった事業の評価とか効果等、何か実感している点がありましたらお答えいただければと思います。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）課長が説明したように、一定の評価はあったと思っています。しかしながら、１万人以上が閲覧ということでございますし、環境はすばらしいわけですけれども、いつも申し上げますが、雇用のないところに定住はないということで、もう一つ何かが足りないとも思っております。今後、企業誘致とか産業振興、教育、医療、文化・芸術も含めたところで整備を整えながら、拠点を大池公園周辺、ＰＡ、ＳＩＣ周辺に持っておりますので、そこから連携して、町の入り口としてＰＲを進めてまいりたいと考えておるところでございます。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）そういった中で、もちろん雇用も必要ですが、一つの上毛町をアピールするきっかけとか、そういった点では大変効果があるんじゃないかなと思っております。そういった中でやはりこういった事業は、始まってまだ１年ですが、やはり何年もして、定着して初めて本当の効果が出てくるんじゃないかなと思っております。仕事というのは今、いろいろ新聞のチラシ等でも、職種を選ばなければ、この地域でも雇用がそれなりにあるのではないかなと思っています。
　そういった中で、このサロン事業に関して、どのくらいの年月を。何年はしようかとか、これぐらいはしようという年月的な分で思いがあるならば、ちょっとお答えいただければと思います。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）サロン運営につきましては、議員さんがおっしゃったとおり、平成２６年度から始まったばかりでございます。町の情報を発信し、上毛町を知ってもらうためには数年はかかると思います。そのスタンスとしては５年とか１０年とか、そういう形で運営していって、徐々に徐々にリピーターなり、情報を全国に発信して、上毛町に来てもらうためには長いスタンスでサロンの運営はしていかなくてはいけないと考えております。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）こういった長いスタンスで運営していただければと思うんですが、やはり何でもただでできるものではございませんで、例えばサロンの維持費等に２７年度の予算では、人件費をのけて１００万近くかかっております。

　実際、サロンの管理をされている方は、ふるさと協力隊ということで国からの予算をいただいて、そういう方を充てているところでございますが、そういった長いスパンでやっていく上で、まずはふるさと協力隊の方の人件費は別として、そういった維持管理費、年間１００万ちょっとでございますが、その辺の財源的な不安はございませんでしょうか。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）現在、地域おこし協力隊の方に運営をお願いしているところでございまして、その人件費等については、特別交付税等で反映されるということで、直接、財政に極端に響くところはないんですが、限られた年数でございます。その後も引き続き、今年度、予算計上させていただいておりますが、新しく地域おこし協力隊員の方１名を７月１日付でお願いする予定でございます。
　その方が３年ということで、時期がずれて１年間タブるんですが５年間、その後につきましては、具体的にはなっておりませんが、例えば起業された方に、逆に指定管理という形で運営を任せるとか、いろいろな方法がございますので、直接町がいろいろな賃金、状況設定も変えて運営する方法もあると思っておりますので、将来はそういう形で起業された方なりに運営を任せるような形ができればいいなと思っております。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）今、現状を見ていますと、ふるさと協力隊ありきの運営になっているんじゃないかなと思いますし、継続して協力隊員に来ていただくというのもなかなか難しいかと思いますので、例えば就労されたり起業されたりとかいう方に管理者としてついていただくのはいいことじゃないかなと思います。
　特に、協力隊員さんもそれはそれでいいんですけれども、やはり一番の相談に乗れるのは、ＵターンとかＩターン、Ｊターンとか、いろいろ今ありますけれども、Ｕターンはふるさとを離れて都会に行って戻ってきた人がＵターン。Ｊターンは例えば大分の人が福岡に行って、大分に帰らず上毛に住み着いたのがＪターン。例えば東北の人が東京を通り越して上毛町に来たら、それはＩターンとかいうふうに、いろいろなターンがありますが、そういった方々、実際住まれている方を相談者としてつけるのが確かに一番いいんじゃないかなと思います。

　そういったいろいろな中で、それもいいんですけれども、もう一つ心配なのが、現在たしか土地、建物は借家だったと思いますが、その借りる契約は何年契約とかいうのはあるんですか。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）一応２０年契約でやっております。

　以上です。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）そうしたら２０年は、何らかの形でやっていこうということですか。たしかこれを始めるときに、もしかして答弁で聞いたかもしれませんが、いっそのこと買ってもいいんじゃないかと思いますけれども、その辺はどうなんですか。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）現在は賃貸ということで契約させていただいております。将来、いろいろな状況が変化すれば、そういう形で売買というのも可能ではないかなと思っております。現在は賃貸で契約しておりますので、今のところは賃貸で考えております。

○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）それは今後、やはり定住をしっかりしていくなら購入されてしたほうがいいんじゃないかなと思います。というのは、いろいろ見ていますと、ちょっと別の話になりますけれども、公園の事例で、似たような事例でちょっと困った件があって、ある公園が町のものかと思ったら、実は土地の主さんから名義を変更していなくて借りているだけだったと。そういう中で、持ち主の代が変わって、その公園が使えるとか使えなくなるとかいう問題も起きてきていますので、やはり２０年という期限をしっかり見据えて運営していただきたいと思います。
　先ほどＵターン、Ｉターン、Ｊターンということを言って、それを活用すべきだということを私が言ったんですけれども、そういうのを活用していこう、そういう方を獲得していこうというのが全国的な流れでございますが、もう一つ活用していただきたいのは、こういう言葉があるかわかりませんけれども、愛ターン、漢字で愛で、ターンでどうでしょうかと。上毛町の男性の方は大体生まれも育ちも上毛町の方ばかりだと思いますが、結婚されて、上毛町に定住されている、住むようになったという方は多くいるかと思います。それをＩターン、Ｊターン、Ｕターンの流れでいくと、漢字の愛で、愛ターンでもいいんじゃないかと。そういう方を活用していくまちづくりは最近されていないんじゃないかなと思います。
　かつては婦人会とかがあって、かなりまちづくり、地域おこしに大きな力になっていたと思いますが、今たしか、新吉はちょっとわかりませんけれども、上毛町も婦人会が解散したとか聞いておりますが、やはりそういった……。かつての婦人会もそれはそれでいいんですけれども、例えば外から来た方を集めて何かできるんじゃないかなとも思いますが、町長、どうですか。町長の個人的な話をして申しわけないんですけれども、奥さんも外から上毛町に来られた方で、やはりそういった方を集めると、また大きな力になるんじゃないかと思いますけれども、そういった方の活用というのを考えて、この定住促進とか、例えば相談に乗ってあげるとか、そういうことは展開できるんじゃないかと思いますけれども、どうでしょうか。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）議員御指摘の、そういったことも十分考慮しながら、今後活用してまいりたいと思います。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）それでは、研究サロンについては以上にいたしますが、続きまして空き家対策について質問いたします。
　先ほど壇上で申し上げたように、空き家対策特別措置法が成立して、上毛町もさまざまな、一歩進んだ空き家対策が可能になってきました。そういった中で、上毛町としてどのようにこの措置法を活用し、空き家対策をとっていくのか、お答えいただければと思います。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）空家等対策の推進に関する特別措置法の事業内容に関しましては、複数の課にまたがります。窓口が住民課ということになっておりますので、まず私のほうから説明をさせていただきます。
　この法の目的は、地域住民の生命、身体または財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空き家等の活用促進を図るとなっております。ですから、この法の規定に基づいて、空き家対策は今後取り組んでいく予定にしております。
　現在、生活環境保全の取り組みとして、適正な管理がなされていない、景観上、衛生上、問題がある空き家については、地域の方から苦情、それとか情報提供を受けます。そういった場合に、所有者等に適切な管理をお願いして対処していただいている状況でございます。

　今後もまずは同じ取り組み、こういう対処の方法を行います。そして、何も反応がないとか、何もしないとかいう場合等の必要に応じて、この法第９条第２項に規定されております立ち入り調査を行って、特定空き家等に該当するかどうかを町が判断する形になります。

　そして、全ての空き家が特定空き家になるわけではございませんが、特定空き家と判断された場合に限って、この法第１４条に規定する所有者等に対して助言、指導を行い、改善されないときには勧告、命令、最終的には代執行を行うという形で、問題解決に向けて必要な措置をとることになります。

　あと、空き家等に関するデータベースの整備等も行うことになっております。平成２２年に空き家調査を実施しておりますが、今後は継続して実施していきたいと考えております。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）先ほど、ほかの課にまたがり、窓口が住民課ということでございましたが、所有者の割り出しとか、税務課とかいろいろ関係課があると思いますけれども、住民課以外で何かそういう取り組みをする予定がある課がありましたら、お答えいただければと思います。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）企画課といたしましては、空き家バンクの関係で、空き家対策の一環事業として取り組んでおります。宮崎議員の次の質問と関連するんですが、県の雇用対策事業関係の不動産事業とも関係してきますけれども、上毛町では空き家バンクの専用サイトをつくっておりまして、物件の情報やそれに伴う情報を発信しております。

　事業につきましては、昨年までは民間の事業者に委託しておりましたが、今年度からは行政のほうでその対応をしております。今現在、空き家バンクで対応している件数でございますが、登録物件が１１件ございます。上毛町に住みたいと希望されている方、利用者の登録者数が４２件ございます。現在、８件の契約が済んでおります。このような形で、空き家対策の一環として空き家バンクを構築いたしまして、定住促進につなげながら、この事業を推進しております。一つは空き家対策ということを含めたところの事業でございます。
　以上でございます。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）先ほど、特別措置法としてではなく、県の雇用対策事業で行った不動産事業の成果という話をしていただいたので、その話を進めたいと思います。これはたしか県から丸々と来た事業で、魅力ある空き家活用情報発信事業委託料ということで、２２０万円の予算がついておりました。
　これが予算化されたのが平成２６年３月の補正予算で、たしかついたと思います。そのとき、これはどういう実績をもってするのかという質問をしたところ、これはあくまでも緊急雇用対策で出た県の事業なので、特に成果の目標値は上げていないということでございましたが、先ほどの空き家を貸していい登録は１１件で、利用したい方の４２件の登録があり、実際使っているのは８件というのが、この魅力ある空き家活用情報発信事業委託料の成果と認識してよろしいでしょうか。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）事業名で言いますと、先ほど議員さんが言われました、魅力ある空き家活用情報発信支援事業ということになります。

　大きな目的といたしましては、平成２２年度の調べですが、現在、上毛町に空き家が２００から２５０件あるということで、防犯、防災対策の問題も含め、その活用方法が課題となっており、その解決方法として、情報発信事業を支援することによって解決の糸口がつかめるのではないかということで、主に情報発信の関連の構築をするという事業でございます。その結果、先ほど言いましたが、その事業を推進するに当たり、結果として、物件１１件、利用者件数４２件、契約者８件という結果が出ておるということでございます。

○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）そうしたら、利用者、住みたいという方は、恐らく上毛町に直接、窓口等に行って申し込まれていると思いますけれども、空き家を貸していいですよとかいう方の応募は、もう上毛町頼みなのかというところです。つまり、自発的に空き家を所有されている方が町にいって空き家バンクを活用してくださいという形での募集で、今１１件ということでしょうか。ほかに何か募集方法とかを講じているんですか。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）現在、貸したいほうの登録物件につきましては、今、議員さんが言われたとおり、特に主に推進はしておりません。一応、平成２２年度に調査した結果の中で、貸したい、貸してもいいという数字は大体合計で十二、三件ぐらいでしたものですから、その数字が今、上がっているのかなと思っています。
　今後は、こういう数の差がございます。借りたい人が４２名ということで、定住にもちろんつながるということで、いろいろな形で、物件のほうも行政としてもある程度の登録の推進をしていかなくてはいけないのかなとは、この数字を見ても分かるとおり思っております。
　以上でございます。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）先ほど言われたように、現在、空き家と言われているのが２００件、貸していいという空き家が１１件、利用したい方が４２件、４２世帯ということでしょうね。使われているのが８件ということで、一言で言えば、ミスマッチが起きているという状況ではないかなと思います。
　そういった中で、やはりそういった４２件というのは、やはり本当にこれは期待していい数字だと思うんです。やはり条件さえ整えば、４２世帯がふえて、一人で来る人たちはそういないでしょうから、例えば二人だとしても八十数名の人口増というのがすぐにできるんじゃないかなと思います。もちろん、町内で探している方もおるかもしれませんけれども。

　そういった中で、いかに空き家で貸していい、売ってもいいという物件をふやすかだと思いますが、なかなかそういう行政の方がぽっと行っても貸してくれる人はいないと思いますので、やはり一番は地域の力をおかりするということではないかなと思います。
　自治会等がございますが、自治会の方なら、例えばその空き家の持ち主の昔からの知り合いだったり、実は遠縁だったりとか、選挙ではないですけれども地縁、血縁でやはり解決していく、そういうことを頼ってやっていけば、もっと貸していいという空き家、物件はふえるのではないかなと思います。
　例えば、ただ単に自治会等に協力してくださいというのではなくて、お金というと悪いんですけれども、例えば成約した場合は報償金をこれぐらい自治会に出しましょうとか、そういうことをするとさらに。余り熱心になり過ぎても困ることがあると思いますけれども、やはりそういったことも考えてもいいんじゃないかなと思います。
　実際に成功すれば、それを超えるいい成果が町に生まれますので、報償金を出す出さないはちょっと置いておいて、まず自治会とそういった協力をして、それぞれ持たれているコネクションを通じて、空き家バンクの登録をふやしてこうということも必要ではないかと思いますけれども、どうでしょうか。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）今、議員さんが言われましたとおり、別の案件でワーキングステイに取り組む場合に、やはり滞在する場所を決めるのに、自治会長さんにお願いに行ったらスムーズに空き家を貸してもらうことができたという実績もございます。

　そういうのも踏まえて今、宮崎議員が言われたとおり、自治会を通して、やはり地元のことをよく知っている人を介して取り組むと、物件もある程度ふえていくのではないかと思っております。この前、ワーキングステイの関係で、企画情報課としてはよく経験させていただいております。
　以上でございます。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）それと空き家になっても、それが貸していいという物件として登録しにくい背景として、やはり持ち主がどうしたらいいかわからないというのが、一番大きいんじゃないかと思います。
　例えば、ひとり暮らしのおばあさんのところでたまたま話をする機会があったんですけれども、かなり大きな立派な家、古い古民家というか、いい家に住んでいたんですが、この先どうしたらいいかわからないということを私に相談してくれました。というのは、子供さん二人ほどおるんですけれども、もう都会に出てしまった、こっちに戻ることはないと。で、私は本当にどうしたらいいかわからんと。それが一番、大きな空き家を生んでいる原因ではないかなと。恐らくいずれ、その家は空き家になるんじゃないかなと思います。
　そういった中で今、空き家問題に限らず、終活という言葉が今、よく聞かれます。これは就職活動ではなくて、いかに終わりを迎えるかといったことで、自発的に取り組んでいる個人の方もいらっしゃいますが、行政としてやはり。一つは健康づくりとかいろいろなことに取り組んでおりますが、必ず皆さん、最後はお亡くなりになられるから、そういった終活ということを、ひとつ啓蒙活動、啓発活動して、その一つとして空き家対策もあるのではないかなと思いますので、そういった終活サポートというか、そういったことも町として今後、取り組んでいく必要があるんじゃないかと。恐らくここ１０年、２０年でかなりの人口自然減が発生すると思いますが、町長、どうでしょうか。そういった形で終活をサポートしていく、町として、そういった健康づくりと同じようなラインでしていくという考えはいかがでしょうか。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）空き家から、ちょっと終活のほうにそれているようでございますけれども、空き家のほうは先ほど課長も答弁しましたし、二百四、五十件あるということです。これをやはり議員御指摘のように、地域の力をかりて何とかしていかなければならないとも思っております。自治会ということもおっしゃられましたけれども、自治会も非常に大変日々忙しくされておりますし、余り負担をかけてもいけないのかなとも思います。
　地域の事情を調査するという意味においては、そういうことをしながら、御意見を聞きながら、終活も含め把握してまいりたいと思っておるところでございます。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）また、空き家対策特別措置法に戻るんですけれども、空き家対策特別措置法では、法第４条でそういった空き家対策計画の策定の実施、その他必要な措置を適切に講じることは努力義務と明記されております。
　そして、そういった空き家対策計画を作成、変更、実施するに当たり、協議会を組織しましょうということも書かれております。こういった努力義務、町長はふだんから頑張る人を応援したいとおっしゃっておりますが、ぜひ上毛町としても、そういった努力義務というのは頑張りなさいということだと思います。最後にお伺いいたしますが、そういった空き家対策計画を定め実施するに当たり、協議会を設置するお考えはあるか、最後に聞いて終わりたいと思います。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）協議会かどうかというのは別としまして、しっかりその辺を調査していくべきだろうと思います。先日、商工会の会長ともお話をしまして、商工会としてもそういう空き家の問題をしっかり見つめ直して、行政とともにそういうことをクリアしてまいりたいという話もしましたので、今後、事あるごとに議題に上げまして、そういう活用の仕方を検討してまいりたいと思います。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員。

○６番（宮崎昌宗君）以上で質問を終わります。
○議長（安元慶彦君）宮崎議員の質問が終わりました。
　続いて、２番　三田議員、登壇ください。
　三田議員。

○８番（三田敏和君）皆さん、おはようございます。

　２番バッター、８番議員の三田敏和です。きょうは傍聴の皆さん、多くいらっしゃいまして本当にありがとうございます。日ごろから傍聴者が少ないということで、いろいろな機会を捉えて皆さん方に連絡、お知らせをしているわけですが、きょうは多くの皆様に来ていただいて本当にありがとうございます。議員も熱がこもるのではないかなと思っています。
　それでは、一般質問をさせていただきます。上毛町の田園風景も、麦の黄色から稲作の緑色に変わろうとしております。１次産業の盛んな上毛町にとりましても、年中で一番活力のある季節でございます。自然災害も少なく、五穀豊穣を祈るものであります。
　先週、厚生労働省が発表した２０１４年の人口動態統計によると、合計特殊出生率は１.４２と９年ぶりにマイナスに転じております。２００５年が１.０７でしたから、それから増加、横ばいでありましたが、マイナスに転じております。日本の人口を維持するには、２.０７に引き上げる必要があるように言っております。平均初婚、結婚年齢も、男性が３１.１歳、女性が２９.４歳とともに過去最高で晩婚化が進み、第一子の出産の母親の平均年齢も３０.６歳と晩婚、晩産化がますます進んでいる状態であります。

　ことしは、上毛町合併して１０年を迎えます。当時、８,４９９名いた人口も、この５月末現在で７,８８８名と、１０年間で６１１名の減少をしております。人口減に歯どめをかけ、九州一輝く町を目指す町長の施策として、継続事業の築上東高跡地分譲、そして上毛町ＳＩＣ開設に伴う大池公園周辺開発と事業展開を進めています。住んでみたい、住みたい、住んでよかったというまちづくりにとても重要だと感じています。
　住んでみたい、住んでよかったという実感は、日々の生活の中から生まれてくるものではないでしょうか。行政、住民サービスのその質であります。足下の実践もまた重要なことだと考えております。そういう中から一般質問をさせていただきます。
　最初は、上毛中学校のグラウンドの改修事業であります。昨日もグラウンドを見てきましたが、梅雨の雨であちこちに水がたまっている状態が見受けられました。雨水は地中に吸収されず、表面を伝わって０.５％の勾配で排水路に流れ込むと聞いております。このことについて質問させていただきます。
　次に、行政の窓口対応ですが、住民に寄り添って親切な対応をしているでしょうか。住民から不安の声をお聞きしましたので質問をさせていただきます。

　最後に、集団検診についてお伺いをいたします。
　詳細は自席にて行いますので、明快な解答をよろしくお願いいたします。

○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）それでは、上毛町のグラウンド改修事業についてお伺いをいたします。
　上毛中学校のグラウンドは水はけが悪く、排水処理の必要性や体育大会等でおわかりのように、砂塵が飛んで非常に苦労しており、今回の改修事業では学校関係者はもとより、議会としても注目をしているところでありました。先般の体育大会では良好に感じておりますが、昨年６月の補正予算時から工事完了までを通して、若干の疑問もありますのでお伺いをいたします。

　まず、工事完了後、約３カ月を過ぎようとしておりますが、排水、防塵等の効果は期待どおり出ているのか御質問いたします。

○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）それでは議員御質問の、工事完了後３カ月を過ぎようとしているが、排水、防塵等の効果は期待どおりかにつきまして、御答弁をさせていただきます。
　まず今回、グラウンドに使用しました土につきましては、天然の真砂土と飲料水を浄化するときに発生する土系の沈殿物を７対３の割合で混合したものを使用させていただいております。水に溶けない土を混ぜていますので、今後、今までのような真砂土だけのグラウンドと比べ、ぬかるみができにくく、排水性も改善されております。

　また、今後の排水の目安として、雨の降り方にもよりますが、前日、１日中雨が降った場合でも、翌日、グラウンドに水たまりがない状態であり、使用可能な状況にあるように施工されております。先ほど議員が言われましたように、現に５月１６日に予定をされておりました体育大会が雨で順延となりました。翌日には実施ができましたので、私も現地に行かせていただきましたが、排水効果は期待どおりにあると確信をしたところでございます。

　また、ほこりにつきましても、たびたび現地にて確認をしておりますが、これも期待どおりの効果があると確信をしておりますし、先生にも確認をしたところ、以前に比べ、かなり抑制されているというお答えをいただきましたので、効果は十分あると思っております。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）今の答弁ですと、非常によい傾向にあるということは私も感じておりますが、昨日朝、雨が降っておりまして、グラウンドを見に行ってきました。全体的に水が漂っているのは、これは当然のことだろうと思いますが、ところどころ水たまりができているんですね。一応０.５％の勾配で水は外に流れるということだろうと思いますが、その水たまりの水が流れるというのは、ちょっと不思議でならないんですが、水がたまっていたんですね。その辺は今後の中で対応が可能なんでしょうか。
○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）基本的に０.５％の勾配ですので、かなりグラウンドの広さからいくと、勾配的には難しい勾配をとっております。そういった中で、どうしても部分的にそういう部分があります。機械で見ると本当にわずかな下がりでも水がたまりますので、それにつきましては、今回補正にてお願いはさせていただいているんですが、補充土を多少なりとも人力で入れながら、その辺を改修していかないとやはりできないという部分はあると思います。それにつきましても、今後、使う中でそういった補充をしながら、良好な状態に保てるようにしていきたいと思っております。それについては、やはり通常の維持管理をしっかりやらなければと思っております。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）適切に補充土を補いながら、０.５％の勾配を保っていこうということは理解できました。学校においても表面の整地等、今までは軽トラの後ろに朝礼台をひいてやっておりましたが、今回それはできないということで、いろいろな手を考えているようですが、行く行くはどうしても平坦になってしまうのではないかなと思われます。その辺の行政の対応はいかがなっているでしょうか。
○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）今後、勾配を維持するための行政の対応はということでございますが、グラウンドの維持管理につきましては、完成後、管理方法を図面等にわかりやすく記載をさせていただいて、先生あるいは行政の立会いのもと、専門業者に管理方法の指導をいただきました。
　そういった形で、管理につきましては、こういった形で管理をしていただきたいということでお願いはさせていただいておりますが、５月１１日に議員皆さんに見ていただいたとおり、グラウンドの東側において、今後管理する上で必要な措置が現在まだなされていないという状況がございます。これにつきましては、今回の補正にてお願いをしておりますので、御理解をしていただきたいと思っております。この部分が完成をしますと、グラウンド全体において良好な状態で、管理もやりやすくできると思っております。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）私が質問を飛ばしてしまったので、面食らったのではないかなと思います。
　そういう中で日々、学校がメンテをする中で、今までの管理がどの程度だったかというのもあるんですが、それ以上のものになっていないのか。特にグラウンドを使う皆さん方にとって、その辺はいかがなんでしょうか。

○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）日常のメンテはどうなっているかということでございますが、これにつきましては、日常管理を行っております中学校に確認をさせていただきましたので、その内容について御答弁をさせていただきます。
　施工前の管理状況につきましては、クラブ活動終了後、各クラブによるトンボがけを行った後、先生による作業車でのグラウンド整備を毎日約３０分から１時間程度、日によって違いますが行っていたという状況がございます。
　施工後の管理につきましては、グラウンド終了後の各クラブによるトンボがけは同じでございますが、その後、先生による作業車でのグラウンド整備が、週に２回から３回、約３０分程度で行えるようになったということで、今までにない、かなりの改善がされたと実感をされているというお答えをいただいておりますし、また、余った時間につきましては次の日の準備、あるいは生徒との時間が今以上に持てるようになったということで、先生からお話をいただいております。

　以上です。

○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）負担もなく、非常によくなったとお伺いして一安心をしているところでございます。
　あそこのグラウンドも４０年以上ぐらいたっているんじゃないかなと思うわけですが、そういうことで、今になってみると、あそこは本当に平坦になってしまっていたという状況で、それは管理の方法もあるわけでしょうが。いずれにしても時間がたっていくと平坦になりがちだと思われるので、その都度適切な行政の指導なり保全、確認が必要ではないかなと思いますが、その辺はいかがですか。
○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）それにつきまして、この工法は約２０年から３０年前に新しくできた工法で、近くの築上西高校についても、この工法でされております。
　その確認をいたしましたところ、全く問題ないような状態で今やっておりますが、先ほど言いましたように、十分管理の方法を指導されたものをしっかり守ってやっていただければ、かなりの間いい状態が保てると思っております。今、議員言われましたように、行政としてもグラウンド、あるいはいろいろな施設もありますので、現地に足を運ばせていただきながら、そういった管理の状況を確認し、長持ちするような形で先生とお話をしていきたいと思っております。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）適切に処理すればある程度の長さが保てる、長く使用できるということは理解しましたが、やはり人間がすることですので、いろいろなことがあろうかと思います。ぜひ必要に応じて適切な処理なりを。結局、初期の段階で手を打てば簡単に済むことが、結局長い時間かかると修復が困難ということになりますので、その辺は適宜、処置をお願いいたしたいと思います。

　それから、この件は昨年の６月に補正を組んで、工事を３月末までに完了させたということで、そういう中で、工法が以前、補正予算を組んだときに説明があった、答弁があったものと違うものになっているということを聞いているわけですが、その辺を含めて経緯を御説明いただきたい。
○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）これにつきましては、議員御質問の、昨年６月議会の補正で提案した工法を変更したと聞くが経緯はということでございますので、御答弁をさせていただきます。
　平成２５年１０月に中学校のグラウンド、体育施設の専門業者に現地にて目視により確認をしていただきました。そういった中で、数年前に改修しました総合グラウンドの改修工法を使用しての改修でよいのではという御意見をいただきましたので、それにより、平成２６年６月に予算化をさせていただきました。これにつきましては、学校施設環境改善交付金等を使う関係により６月補正という形でさせていただいております。
　また、平成２６年１０月に工事前の実施設計に着手をいたしました。当初は目視により工法検討し予算化をさせていただきましたが、実施段階でグラウンドの掘削を行い、路盤の状態を確認させていただいた結果、路盤材がないという状態を確認いたしましたので、そのままの当初計画で行きますと効果が上がらないということが判明いたしました。その結果、現在の工法にて施工させていただいたという経緯でございました。

　以上です。

○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）やはり物事には準備があって、実践して後始末があるわけですが、準備段階で非常に、最初に目視で確認されたと。で、予算化をしたと。予算が４,０００万強だったですね。そういう予算を組んだ中で、実際に試掘をしてみると状態が総合グラウンドと違う、この工法ではだめだとなったという中で、これは議会に説明責任があるのではないかなと思うのですが、いかがですか。
○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）それにつきましては、議員おっしゃいますようにかなり大きな事業費がかかりますので、議員御指摘のような形で何かの機会に御説明をさせていただければ、当然よかったと反省をしておりますので、今後は気をつけてまいりたいと思います。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）いずれにせよ、工法を変えて、結果的に今のところよいという結果が得られているので、それについては結果よしとなる一面、やはり答弁をされて、こういう工法でと。その中で私が一番気になるのは、目視で確認をされたと。その中で予算をつけて、実際的にはそうではなかったと。

　聞くところによりますと、今の中学校は、あそこは削ってできた土地だし、今の総合グラウンドは田園を埋め立ててできた土地だと、その後私も聞いたわけですけれども、そういうことであれば、その辺の情報に詳しい人は役場の中にたくさんいらっしゃるんじゃないかなと思うんですね。その辺の準備が私は抜けていたんじゃないかなと思うんですが、その辺はいかがですか。
○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）議員のお言葉をしっかりいただきまして、今後いろいろな形で事業をする場合は、いろいろな情報をいただきながら、適正に計画実施をしてまいりたいと思います。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）我々議員も、職員が一生懸命やって、結果としてその議案を受けて審議をさせていただく中で、やはり準備の段階でそういう手抜かりがあってくると、やはり大きな公金を使うわけですから、他の事業も同じようにならないようにぜひ行っていただきたいなと思うんですが、町長、所感を。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）議員御指摘のとおりだと思っております。平成２５年１０月といいますと、前町長時代に目視をやったということで、私がしっかり引き継ぎができていなかったということも最大の理由だと思いますので、今後はそういうことのないように、しっかり事業を推進してまいりたいと考えております。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）今後、よろしくお願いしたいと思います。

　続きまして、ワンストップ対応等、住民に誠意ある対応ができていますかということについて御質問させていただきます。
　町長は、ワンストップサービス対応として、妊婦から将来１８歳まで対応できる課として、子ども未来課を創設いたしました。縦割り行政の弊害を防ぐことはもとより、住民にとりましても斬新な考えと評価をしております。その中で、住民が最も安心して信頼していただける行政の窓口でなければならないと思います。
　このようなことについて、全般を通して総務課長、この状況について答弁をいただきたい。

○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）それでは、私から接遇対応についてということで、全般的に、また総括的な説明をさせていただきます。
　町長が示しました九州一輝く町を目指すには、まず職員の資質向上、特に直接住民と接する接遇等におきましては、非常に重要でございます。まず、これらの接遇対応がよくなければ、九州一輝く町の目標は困難と認識しているところでございます。町におきましては、九州一輝く町を目指すために、まず職員を育成するという観点から、接遇に限らず各種の職員研修等を実施し、職員の意識向上、また能力開発等を行っているところでございます。

　接遇研修等の具体例ということでございますが、全職員に対しまして定期的に接遇研修を開催いたしますが、２７年度は年間を通しまして、今年４月より毎月ごとに昨年度の接遇研修で実践した中身をより効果的に実施するということで、接遇気配りチェック表を職員に配付いたしまして、月末に自己診断させ、係長、課長から助言を行うように対応しているところでございます。
　以上です。

○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）そういう中で、やはり担当がいかに住民の皆さんに寄り添って、意見を聞けるかということが非常に重要なことではないかなと思うんですね。その辺の検証についてはどのようなお考えですか。

○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）先ほども申し上げましたが、接遇研修につきましては定期的に行っております。それから、先ほど言いましたチェック表の中身につきましても、お客さんとの接遇の接し方につきましても、チェックをするようにしております。これは３８項目のチェックがあるわけなんですけれども、具体的に言いますと、まずこれは一般的なものになりますが、来庁者が気がつくようにカウンター周りを整理しようと。これは一般的なものでございますが、個別に言いますと、来訪者の話にうなずきながら親身になって聞きましょうとか、相談等の場合では、失礼いたしますとかお疲れさまですと。これは個別の対応ということですね。
　そこらはチェック表を、先ほど言いましたように１カ月、職員が振り返りまして、できているか、できていないかということを日々の実践の中で報告させまして、係長等がチェックする、また、４カ月に１回ぐらいは課長も全職員のやつを見るという体制を４月から行っております。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）個々そういうチェック表を自分がチェックするというのは、非常に大事なことですし、先ほど４カ月に１回と言われましたが、周りの目というのも非常に大切なことではないかなと思うんですね。できる限りそれを頻繁に、個々のチェックと同時に１カ月で課内でそういうことを、お互い相対的なチェックも含めて、ぜひやっていただくことによって、自分でチェックするのと、また相手からチェックされることによって、自分の気づかないところにも気がつくということではないかなと思うんですが、その点はいかがでしょうか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）ちょっと私の説明が足りなかったかもわかりませんが、チェックにつきましては毎月、係長がチェックをいたします。それから、先ほど４カ月に１回というのは随時、課長はチェックをいたしますが、最終的には４カ月に１回は確認の印鑑をもらうということでしております。

　各課のミーティングにおきましても、特に窓口等につきましては１カ月に一回か二回、各課で課内ミーティングを行っておりますので、そこら接遇関係で窓口関係の課がもし問題があれば、課の中におきましてもチェック機能ということで、お互いにチェックし合うという方策をとっております。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）４月から始まったということですが、今、課長がそこにいらっしゃいますが、今までその接遇に対して所感をお持ちの方がございましたらお聞かせください。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）総合案内業務は、住民課の生活窓口係が担当しております。そちらで総合案内担当として対応しております。そこで、まず案内、各種証明書や申請書類の提出先とか担当課を案内します。そのときに、こちらですという形で手で示してわからない場合は、そのまま一緒に案内していったり、そういう形にしております。そのほか、最近多くなっているのが、町内の文化財、それから施設、げんきの杜とか大平支所の案内とかが最近ふえております。それと、観光の蛍の関係のゆいきららとかですね。ですから、そういうのを案内するときに、ちゃんと地図とかしながら、ちゃんとわかるように丁寧に、そういう形で案内をしております。広報の香典返しの受け付けとか無線放送の設置とか、受け付けだけで済む分は総合案内係がきちんと受け取って、もうそこで終わらせ、あとはうちのほうから各課にそのまま提出するようにと。そういう接遇、接客態度に気をつけながら、そういう形で日々行っております。
○議長（安元慶彦君）子ども未来課長。
○子ども未来課長（垂水英治君）昨年、新たに設置しました子ども未来課から所感を述べたいと思います。長寿福祉課と教務課との間に新たに配置され、ワンコーナー、ワンフロアで、町民全体の健康面をサポートするための町民健康係と、乳幼児から児童全般にわたる子育て支援係として現在、窓口対応をしているところですが、誠意ある対応がなされているかという点で申し上げますと、町民を中心とする多くの来庁者に対し、来庁者御自身の来庁の目的を十分お聞きして、所管業務に係る御説明を行います。
　ほかの部署に係る御用件も察知できる場合は、来庁者の状況に応じまして、次の窓口に御案内するなど、親切で丁寧な対応を心がけるよう課員に指示を行い、一定の接遇がなされていると認識し、確認しているところでございます。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）長寿福祉課長。

○長寿福祉課長（末松克美君）長寿福祉課につきましては高齢者の方が多いため、特に丁寧に対応するように指導しておりまして、誠意ある対応がなされていると認識しております。また、他の課にかかわるものにつきましては、その職員に来てもらうか、また場合によってはその課に案内をしているというところでございます。

　以上でございます。
○議長（安元慶彦君）産業振興課長。

○産業振興課長（尾崎幸光君）産業課所管部分につきましては、先ほど住民課長がお答えになりました生活窓口係のほうに死亡時等の必要な手続の情報をお渡ししておりまして、必要な係、課を御案内しておるところでございます。これにより、産業振興課に来られて手続をされる住民に手続漏れのないよう行っておるところです。
　産業振興課におきましては、国、県、町の各種農業施策に対する申請、それから相談、また農業者年金や農業耕作者名簿の変更等々の届け出等もございますので、訪問者に対しましては丁寧に対応していると認識をしております。
○議長（安元慶彦君）税務課長。
○税務課長（福本豊彦君）それでは、税務課から御答弁をさせていただきます。
　税務課といたしましては、来庁者に対しまして日々、日ごろから迅速丁寧な対応を、来庁者が見えたときに、それぞれ声かけをしながら対応させていただいているところでございます。当然、内容におきましては、住民課、長寿福祉課等の案件がございますので、その際には先ほど住民課長も申し上げたように、御案内したり等で対応するように、日々から職員には指導をしているところでございます。
○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）教務課においての窓口業務でございますが、学務係のほうでは、奨学金の申請及び生徒の転出入の受け付けを行っております。また、社会教育係では、総合グラウンドの受け付けと各事業の申し込みの受け付けを行わせていただいておりますが、対応についてはしっかりなされていると思っております。
　また、各課との連携を必要とする業務につきましても、常に情報を交換し、住民サービスに心がけをさせていただいているところでございます。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）いろいろ各課でそれなりの指導なりチェックなり、そして相互のやりとりができているのかなと思います。

　そういう中で、私がお聞きしたことにつきましては、福祉の関係で前例がないと、私が直接その場にいたわけではありませんから、そういう言葉だったかということはいまいち疑問が残りますが、そういうことで対応がきかなかったと。実は今年度に入って、再度お伺いしてお願いしたら、担当者が変わっておりまして、それが実は可能になったということでした。その担当者の考え方によって、右か左に行くというのは、できるできないというのは、最終的には各課で調整したことだろうと判断いたしますが。そういうことで親身に対応できているというのは、ちょっと疑問が残るわけですが、その辺も踏まえて、ぜひ住民の皆さんには親切丁寧に話を聞く、そして気配りをするということについて、ぜひ今後も九州一輝く町を目指す中で、ぜひ町長、頑張っていただきたいと思うんですが、町長、もう一度所感をお願いいたします。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）議員御指摘のように、ワンストップ対応、あるいは住民に誠意ある対応ということで、そうなるように職員には事あるごとに指示を出しておるところでございますし、また、課ごとに顔写真を入れて、担当者の見える化も図っております。緊張感にもつながっておりまして、改善はされていると捉えております。それでも万が一、職員の対応に不手際がございましたら、担当課長に個別の指導をするよう厳しく指導をしますので、そのときは御指摘をいただければと思っております。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）ぜひ一人一人がそういう立場に立って物事を判断できるように、ぜひお願いをしたいと思っています。

　次に、集団検診についてお伺いをいたします。
　上毛町においても集団検診、特定健診、がん検診が行われています。受診率を上げるため、健康推進員さんにも勧奨を含めて御苦労をいただいていたところであります。昨年から申し込み方法が少し変わって、戸別に今年度６月の広報の中にもこうやって検診の御案内が来ております。はがきに、個人情報もあるわけですから、シールを張って、そういうことで検診を行えるようにしておりますが、本当に検診による効果、抑制と考えると、その検診が大きな役割を果たしているのではないかと思っています。そういう中で、今現在の住民健診、集団検診、特定健診、がん検診の対象、それから受診者、その点について状況をお聞かせください。
○議長（安元慶彦君）子ども未来課長。

○子ども未来課長（垂水英治君）議員御質問の集団検診であります特定健診、がん検診の状況ということで、御答弁申し上げます。
　ともに受診対象者数と受診率を中心に述べさせていただきたいと思います。まず特定健診につきましては、国民健康保険者の被保険者を対象として過去５年間、おおむねさかのぼりますと１,５００人台で推移しております。その各年の特定健診の受診率といたしまして、３年前より申し上げますと、２４年度が４０.２％、２５年度が４３.２％、昨年の２６年度につきましては暫定ということで４２.２％でございます。これは決して下がったものではございませんで、暫定と申しますのは、年間を通じた被保険者数というのが分母の数字になってまいります。そういうことで、その数値の確定が県のレベルで翌年、本年の１１月に確定するということです。正確な受診率は出ておりますが、担当の推測するところによりますと、４４％は超えるであろうという状況で、上昇の傾向をたどっております。
　続きまして、がん検診についてですが、胃がんは４０歳以上の対象が２,８８９名でございます。昨年の数値でございますが、このうち受診された方、受診率が１９.５％、前年対比で３.１％の増でございます。肺がんも同様の対象者数に対しまして、２３.３％の受診率でございます。これも前年対比で４.５％の増となっております。大腸がんも対象者は同じく、２２.３％の受診率、これも２.１％昨年より伸びております。前立腺がんですが、５０歳以上の対象者が１,１０４名いらっしゃいまして、受診率が２３.７％、前年対比で３.３％の増でございます。
　婦人がんである子宮頸がん、これは対象が２０歳以上、２,０２３名いらっしゃいまして、受診率は２２.１％、対前年に対して７％増、同じく婦人がんである乳がんでございますが、４０歳以上を対象としまして、１,５８９名いらっしゃいます。２５.１％、対前年で５.８％の増でございます。
　対象者数の増減に伴いまして大きく影響されます受診率の実績ですが、十分好調と捉えまして、今後もこの受診率の維持向上に努め、生活習慣病の早期発見、早期予防による町民の健康増進につなげてまいりたいと考えております。
　以上でございます。

○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）この集団検診の４０％台、４０から四十四、五％の受診率は、県なり近隣から比べるとどのような状況にあるんですか。
○議長（安元慶彦君）子ども未来課長。

○子ども未来課長（垂水英治君）県の平均で２５年度を申し上げますと、３０.２％でございます。近隣の数値をちょっと用意しておりませんが、この近隣では非常に高いと認識しております。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）集団検診の４０％台、それからがん検診の２０％台というのが、県から比べると高いという割には、がん検診であれば４人に１人という状況ですね。そういう中で、これをいかに上げていくかという努力は、どのようにされていますか。
○議長（安元慶彦君）子ども未来課長。

○子ども未来課長（垂水英治君）先ほど議員がおっしゃいましたように、がん検診につきましては、特定健診と同様にできるだけ負担をかけない方法で受診にお出でていただいて、効率よくさせていただく方法に、２６年度より大きく変えさせていただいたという状況です。議員がお持ちになっていました先ほどのパンフにありますように、それが第１段階の改善ということで、今後その状況を踏まえまして。ただ、昨年の反省点としましては窓口等の対応で、初めてのことでございましたので、もろもろ反省点がございました。そういったところは十分今年度につなぎまして、より効率的に負担の少ない、混雑しない受診体制に努めたいと考えております。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）その点についてはぜひ。私の家内もがんで亡くなったわけですけれども、今考えてみると、いろいろなところにポイントがあったなと思うわけで、その節目節目で積極的に受診率を上げるように、努力の上に努力を重ねて、ぜひやってきただきたいなと思います。

　そういう中で、実は胃がんや胃潰瘍、十二指腸潰瘍などの大きな原因であるピロリ菌に日本では３,０００万人が感染していると言われております。私もその感染者の一人であろうかと思いますが、４０歳以上は非常に感染をしていると思います。最近では、水道水で生活している人についてはないと言われておりますが、井戸水を飲めば、またその辺のリスクが高くなると言われております。決して他人事ではありません。
　ピロリ菌は、胃の中に生息する菌で、正式名称、ヘリコバクター・ピロリという名前でございます。感染経路は主に口からと伝えられております。中高年の人が多く感染していると言われております。ピロリ菌に感染すると、胃がんや胃潰瘍などのリスクが高まり、日本人の場合、胃潰瘍や十二指腸潰瘍の患者の８割から９割がピロリ菌に感染しているとも言われております。潰瘍が治っても再発率が高く、患者の胃がん発症リスクは５倍とも言われております。
　そういう中で、胃がんや胃潰瘍、十二指腸潰瘍などの大きな原因であるピロリ菌についての町の見解、認識をお伺いいたします。
○議長（安元慶彦君）子ども未来課長。

○子ども未来課長（垂水英治君）ピロリ菌についての認識ということで御答弁させていただきます。
　ピロリ菌は１９８３年、昭和５８年に発見されたヘリコバクター・ピロリという細菌の略称でございますが、胃の粘膜に好んで住みつく細菌で、持続して感染していることで、議員おっしゃるように胃潰瘍、十二指腸潰瘍などさまざまな胃の病気、確実な胃がんのリスクの要因として認識されておるところでございます。
　厚生労働省のがん検診、胃がん検診のガイドラインの中では、現在、四つの検査方法に対する考え方が述べられております。このうち、近年最も一般的とされておりますのが、胃のエックス線検査、バリウムを用いたがん検診で、もう長年、うちも検査している方法が１点でございます。続いて内視鏡、あと二つ、ペプシノゲン検査というものとヘリコバクター・ピロリ抗体検査がございます。後者の二つの検査については任意型検診と位置づけられ、任意型と申しますのは、してもしなくてもという型の種類の一つですが、その任意型としての理由として、胃がんの死亡減少効果があったかなかったかという判断に対する証拠が不十分であるという見解も一方で出ているところです。
　しかしながら、ペプシノゲン検査とピロリ菌抗体の検査をセットで、これをＡＢＣ検査と通称申しまして、これを抱き合わせての実施を始めている自治体が県下、徐々にふえつつあるという状況でございます。
　以上でございます。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）今、課長がそういう検査が徐々に行われている自治体があると答弁されましたが、私も調べた限り、添田とか川崎とかがこの検査をやっているように聞いております。その辺の状況とかを踏まえて、課長、答弁をお願いします。
○議長（安元慶彦君）子ども未来課長。

○子ども未来課長（垂水英治君）御質問にあります添田町、川崎町についての状況を御答弁申し上げます。
　まず県下初の添田町ということで、２４年度より開始されまして、先ほど申し上げました血液検査によるＡＢＣ検査が３,０００円ということと、そのほかピロリ抗体検査のみということで２,０００円という、希望に応じ全額が自己負担で実施され始めました。このＡＢＣ検査はあくまで、胃に対して現時点で症状がないと申しますか、健康な方、症状が全くない方が対象で、腹部の上部の痛みであるとか腹部の痛みの症状がある場合は保険診療の対象になりますので、かかりつけ医で受診となるそうでございます。
　対象年齢は４０歳以上で、次の方は対象外となっておるようです。胃の既往歴のある方、現在治療中、胃の切除をされた方、腎不全の方、腎機能障害、ピロリ菌を既に除去した方、過去検診を受けた方は除かれるとのことでございました。
　川崎町ですが、２５年度より開始されまして、同様のＡＢＣ検査ということで、全額公費で４０歳以上、５歳刻みでその年に４５歳、５０歳と、最高が７０歳まで検査の奨励をされるということでございます。

　この両町ともに、生涯お一人、１回限りの検査としてなされておるそうでございます。この２町ともに、通常の胃のバリウム検査を受けない方でも受けられるというのが大きな特色ではないかと思っております。今、申しました内容が２町の概要であると認識しております。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）この話を行政に今回、一般質問するというお願いをした中で、実は職員の健診の中で、昨年からこの検査をやっているという情報をお伺いしましたが、その状況について、総務課長、答弁ください。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）ピロリ菌検査につきましては今回、初めて２月に実施いたしました。血液検査をしまして、その中で追加という項目でございます。先ほど課長がいろいろ検査があるということですが、うちのほうは血液のほうで追加でピロリ菌の検査を実施いたしました。結果はもう出ておりますが、職員の中で約２０％に陽性反応があったということでございました。感じとしては、まだ私は出るのではないかなと思ったんですけれども、２０％ということで、若干予想よりも低く、よかったと思っております。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）やはり職員は街から来ている人が多いのかなと感じております、そうではないかもしれませんが。水道水を飲まれている方は、やはりかかりにくいというか、かからない、いないと聞いているんですね。我々の住むところはそうではないと認識も踏まえて、この検査の対象に含めていただきたいなと思うわけですが。

　先ほど全額自己負担の添田、それから全額公費負担の川崎というお話がありましたが、いずれにしても、血液検査なりＡＢＣ検査でも含めて、この検査を集団検診の中で導入してみてはいかがかなと思うわけですが、その辺の見解を求めます。
○議長（安元慶彦君）子ども未来課長。

○子ども未来課長（垂水英治君）集団検診にピロリ菌検査を追加してみてはという御質問と、公費助成についても一緒に御答弁させていただきたいと思いますが、よろしいですか。
○８番（三田敏和君）はい。

○子ども未来課長（垂水英治君）議員のおっしゃるピロリ菌検査ですが、ピロリの抗体の有無を検査する抗体検査、これは先ほど総務課長が述べられました部分でございます。これとあわせて、ペプシノゲン検査といいまして、胃の委縮度、胃の状態が悪くなる度合いを検査する、あわせて他のピロリ菌検査を行っている自治体につきましては、そういう抱き合わせの検査がほとんどということで、先ほど申し上げましたその二つのＡＢＣ検査とされている検査をすべきではないかということでお答えさせていただいてよろしいでしょうか。
○８番（三田敏和君）はい。

○子ども未来課長（垂水英治君）厚生労働省が検診として奨励の度合いのランクづけをしておりますように、がん検診とは別のリスク検査という位置づけがこの検査となっております。また、昨年秋、次年度に向けた重点施策ということで、職員提案もこのピロリ菌検査があったと聞いております。
　県下において徐々に近隣の自治体で開始されたこの検査ですが、市町村における市では久留米、宗像、大川、うきはの４市、今年度から豊前市が加わって５市ということで、町村におきましては添田、川崎、糸田、大木、４町に加えまして、今年度、苅田町も加わりまして５町となっております。
　近隣の状況としまして、苅田と豊前は、先ほどの２町の受診条件に加えまして、バリウム検査を受診することを一つの条件として加えまして、おおむね自己負担です。おおむねと申しますのは、４,０００幾らかかったとすると公費については３,０００円見るというようなものが含まれていまして、自治体によってさまざまな県下の状況を調べさせていただいております。
　こうした動向、実施状況等、情報を入手しまして、公費助成の有無、関連情報等、当町にて導入する場合、検査手段も個別検診の方法もございますし、集団検診の方法もございますので、財政面も含めて今年度中に検討させていただきたいと考えております。

　以上です。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）くしくも今、豊前市というお話がありましたが、私も新聞をちょうど見ておりましたら、５日付の新聞に豊前市がピロリ菌駆除で胃がんの予防啓発をするということが新聞に載っておりました。それは、実はあした、ピロリ菌除去による胃がん予防と口腔ケアをテーマに健康講演会があるということが載っていたわけですが、その下にＡＢＣ検査を導入すると。検査費用の６割を市が助成し、胃がん検診とセットで３,０００円で受けられるという内容が出ております。
　そういう中で、全体では肺がんのほうが上を行っておりますが、この胃がんは従来からあるがんで特有のがんでございますし、日本人の胃がんも多く発生しておるわけですから、まず導入すると。そのことと、導入時点で公費助成ができれば一番いいわけですが、そういうことも踏まえて、ぜひ集団検診の中でやっていただきたいなと思っています。
　最後に町長の所感をいただいて、私の一般質問を閉じたいと思います。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）ピロリ菌の検査に助成をということだと思いますが、各課の政策提案の中にも上がっておったわけでございまして、さまざまな助成がある中で、バランス、優先順位を十分検討しながら前向きに考えてまいりたいと思います。
○議長（安元慶彦君）三田議員。
○８番（三田敏和君）ぜひ保険費の抑制についても、大きなリスクを背負うわけですから、ぜひ上毛町の住民が健康で多く長生きできるように、ぜひ長寿福祉も踏まえて、こういう検査を導入しながら、やっていただきたいと思います。
　これで私の一般質問を終わります。
○議長（安元慶彦君）三田議員の質問が終わりました。
　続いて、３番　宮本議員、登壇ください。
　宮本議員。
　宮本議員に、発言の前にちょっとお願いをしておきますが、質問が全て時間的に終了が見込まれませんので、切りのいいところで、議長から暫時休憩をいたしたいと思いますから、御了承いただきたいと思います。

○１１番（宮本理一郎君）わかりました。
○議長（安元慶彦君）では、どうぞ。

○１１番（宮本理一郎君）３番　宮本でございます。昨年、日本創成会議が示した消滅可能性都市のリストが全国で大きな波紋を呼んでございます。政府は初めて２０６０年に１億人という人口目標を設定し、まち・ひと・しごと創生本部が設置されて、石破地方創生担当大臣が誕生したことは既に皆様御承知のとおりでございます。
　今年度は全国全ての都道府県、市町村に対し、地方版の人口ビジョンと総合戦略の策定義務が課せられております。地域の将来を考えるとき、最も重要な点は人口動態であると言われております。地域の経済、社会は、人口動態に強く影響を受けるからでございます。
　２０４１年以降は、全国で１年間に１００万人ずつ人口減少すると予想されております。こうした人口動態を見据えた上で、これからの地域を考えなければなりません。今後、どのようなビジョン、戦略をつくるかが、その地域の将来を左右するといっても過言ではございません。行政、首長の手腕、議会、住民の協力次第で、自治体間の格差が相当に今後あらわれてくるだろうと予想されております。
　そこで、本町の人口ビジョンと総合戦略の策定も、その方向で動いておられると思います。本町が合併１０周年を本年迎えることは御承知のとおりであります。したがって、私は合併以来歩んできた本町の１０年間の総括、進むべき将来像について、また、先月２６日に施行された空き家対策特別措置法と本町各地区に点在する空き家の問題処理、町営住宅の実情、そして最後に、役場ＯＢ会の問題、この３点について、お伺い申し上げたいと思います。
　いずれも重要案件でございますゆえ、明快かつ紳士的なお答えをお願い申し上げます。具体的には自席にて御質問申し上げます。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）質問に入る前に、町長に一言お伺い申し上げます。
　町長は先日の本会議の初日の所信の中で、上京された際に石破地方創生大臣にお会いになって、直接レクチャーをお受けになったということでございました。この件は大変重要な意味合いを持っていると私は理解するのでございます。本町が現在取り組み、推進している上毛スマートインター、つまり周辺総合整備計画ですが、この地域の活性化、地方創生を目指したものであり、最終的には九州一輝く町づくりにつなげるものであることが担当大臣に評価され、町長の御説明によって、これが創生事業であるということがある程度認知されたと私は理解するという立場で、この意味は大変大きいと思うわけでございます。

　一方、本町がこういった大きな事業に取り組んで活性化し、創生事業に取り組んでいるということに、周辺自治体、とりわけ中津が非常に本町の動きに対して敏感、かつ危機感を感じていると聞いております。具体的には、本町の動きに対して、中津は新たなスマートインターの設置を自己負担で推し進めようとする動きがございます。これはまさに本町の取り組んでいる事業が周辺自治体に大きなインパクトを与えているということにほかなりません。

　私は、町長が進めているこの事業を、担当大臣に会われて説明されたということは、町民を挙げて喜ばしいことであります。今後ますます行政、議会、住民が一体となって積極的に、この推進に取り組んでいくべきだと理解しているんですが、町長、一言コメントをお願いします。
○議長（安元慶彦君）通告外ですが、いいですか。では、簡単に一言。
○町長（坪根秀介君）恐らく３番の本町における最重要課題はという質問なのかなと捉えておりますけれども、やはり何と言っても少子化、高齢化が最大の問題であると思っております。それを克服するために地方創生大臣にも先般会いまして、その中で九州一輝く町づくりの重要施策として、高速道路スマートインター周辺の整備計画について大臣に報告をし、また御意見もいただいたところでございます。
　いずれにしても、私の目指すところは、確かに人口ビジョンがございますし、その前に教育ということもあるだろうと思っております。とにかく、教育を充実させるということは、未来への種をまいていくということになるだろうと思いますし、いずれにしても子供は大人の鏡だと思っておりますので、我々働く世代が夢を持って後ろ姿で教えるという実績を示していくのが本当の教育だろうと思っております。
　そういったことも含めまして、お金や物ではないという部分も含め、このインター、大池公園周辺の整備を進めながら、あそこを今、うちの玄関、入り口として、徐々に教育、医療、さまざまな分野へ広げてまいりたい、モデル地区をつくりたいと思っておるところでございます。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）ありがとうございました。
　それでは、質問に入ります。本町各地区に点在している町営住宅の入居状況をお伺いしたいと思います。それぞれの現在の入居状況、どのぐらい収容可能で、どのぐらい入っているか。それと、募集停止をされている住宅もございましょうから、その辺もあわせてお願いします。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）町営住宅の入居状況ですね。２番目の５年間の入居推移データも一緒にということでよろしいでしょうか。
○１１番（宮本理一郎君）はい。
○住民課長（佐矢野　靖君）それでは、町営住宅は今、１２団地、住宅として管理戸数は１７０戸でございます。そして、入居戸数は１２７戸。これはことしの３月末の数字でございます。
　そして現在、新規入居募集を行っている住宅につきましては野間団地、緒方団地、新池団地、唐の里団地の４団地、こちらは８０戸です。これは今１００％の入居率となっております。
　そのほかの団地も８団地ありますが、もう老朽化が進んでおります。将来的な住宅の建てかえ、あとは用途廃止を行うために、今、新たな入居の募集を停止しておりますので、今の入居戸数が可能入居戸数という考え方になろうかと思います。
　それでは、各団地ごとの説明をいたします。まず新規の入居募集をしていないほうの団地です。下唐原第１団地、こちらは管理戸数５戸ですが、２３年３月、５年前も４戸、現在も４戸入居しております。上野地団地は管理戸数２４戸、５年前が１７戸、現在が１４戸入居しております。下唐原第２団地、管理戸数５戸、５年前は５戸入居で現在は１戸入居になっております。下唐原第３団地、管理戸数４戸で５年前が３戸、今が２戸入居になっております。下唐原第４団地、管理戸数４戸、５年前も現在も３戸で、こちらは変わりございません。八ツ並団地ですが、管理戸数４戸、５年前が３戸、現在、入居者はありません。現在、撤去の準備をしております。垂水団地が１６戸、５年前が１１戸で現在８戸となっております。照日台団地が管理戸数２８戸、５年間が２５戸、現在が１５戸となっております。
　あとは新規入居募集、野間団地、緒方団地、新池団地、唐の里団地ですが、野間団地が管理戸数２０戸、これも全部入っております。緒方団地も管理戸数２０戸、これも全部入居しております。新池団地の管理戸数が２８戸、全部入居です。唐の里団地１２戸、全部入居となっております。

　以上です。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）非常にばらつきがあるんですが、要は募集を停止されている団地に関しては、これは最低限住んでいる方々の生活と基本的人権を前提にして、最後まで入居者の言い分を聞いて、居住権を守ってあげるということが大事だと思うんですけれども、こういうふうに募集停止している、あるいはもう全然入っていない八ツ並団地といったところの用地あるいは建屋自体、今後どういった利用を考えているのかということでございます。

　一方、東高跡地の団地が非常にスムーズな形で売れているということを考えます。また、今、お話がありましたインター周辺の開発事業とともに、いろいろな意味で周辺の自治体から上毛に注目が集まっているということで、そういった新しい方々の転入等々も想定したところで、そういった用地に代替するという考え方もあるのではないかと思っています。

　今やっている団地は別として、今後、募集停止並びにもう入居者がいないという団地に関してのお考えはどんなふうでございますか。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）今、町営住宅の長寿命化計画に沿って行っております。それで、建てかえを今検討しているのが上野地と垂水、照日台です。そのほかについては用途廃止の計画に今なっておりまして、その跡地の利用は今からの課題になろうかと思っております。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）ということは、行政は一方では長寿命化を図ると、それで一方は用途変更を考えるという二つの方向性で考えられているということでございましょう。
　先日の広報に募集が出ておりました唐の里団地、あるいは県住の募集が出ておりましたが、私、これを見まして、現在やはりこういう住宅を求める方々のニーズの条件が随分昔と変わってきたんじゃないかと思うんです。一つは、やはり昔に比べると、そういう住宅を求める方々の現状の収入、生活、それと文化度といいますか、具体的に言うと、果たして家賃の安さだけを求めて住宅を求めているのかなと。それよりも間取りとか、その地域の環境とか交通アクセスとか、私はそういう条件を選択しているような感じがある。それが入居状況に反映していないかというところはどうですか。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）町営住宅につきましては、公営住宅法に基づいて入居条件、入居者の資格というのは決まってきております。それをもとに、町営住宅条例を制定しております。ですから、あくまでも公営住宅は、その存在自体が最終的なセーフティネットという形になろうかと思います。
　あと、唐の里団地につきましては、これが少し公営住宅法の分と違いまして、これは平成１１、１２、１３年にふるさと活性化住宅支援事業という形でつくっております。これは一定以上の収入要件、定額家賃ということで、住宅に困窮する低額所得者に低廉家賃で供給という公営住宅の目的とは少し異なった住宅となっております。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）これは、例えば入居者が入れかわるときは、民間の場合は、内装をかえたり、畳をかえたりという形をするわけですけれども、こういう、うちの住宅の場合はそういった措置は講じていますか、それとも、定期的にやっているんですか。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）退去する場合は、畳の表がえ、ふすまの張りかえはしてもらっております。あと、民間と公営住宅はまた少し違っておりまして、公営住宅の場合は行政が見る分が多くなっておりますし、修理に関しては、消耗品的なものは本人にしていただいて、あとは大体行政が見ているというのが現状です。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）実際に住んでいる方々の御出身地、要するに地元の方がどの程度住んでおられるか。あるいは周辺自治体、遠方から仕事の都合で住んでいるのか、その辺はどうですか。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）その出身地は今、統計とか、そういう情報はとっておりません。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）それは、入居条件が合えば、誰でもお入れになるということですか。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）まず退去がありますと、広報にその情報を載せます。ですから、その広報を見られた方、今はホームページとかにも全部載っていますので、その情報を見られた方が申し込みに来られます。そしてあとは条件さえ合えば、その条件に住所要件等はございませんので、どなたでも申し込みできるという形になっております。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）先ほど、今後、町営住宅の方向性としては、一つは長寿命化を図ると。一つは別途、用地の使用方法を考えるということでございますが、現状の入居状況はどう判断されていますか。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）入居状況ということですが、先ほど説明しましたように、新規入居を募集する団地はもう１００％今入っておりますので、特に大きな問題はないと考えております。これは長寿命化に基づいて修繕等を行って、長く使えるようにと考えております。
　そのほかの団地につきましては、入居者もだんだん減少してきております。これはもう退去したら次に新規入居をしませんので減ってきております。こちらに関しては、将来的な使い方のためにやっておりますので、こういう形になりますから、今はそのまま行くしかないと思っております。あと、環境保全面で、やはり住宅に住んでいる方が少なくなれば、その辺のところの問題がちょっと少し出てきているかなとは考えております。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）広報の問題ですけれども、定期的に一部屋あいたから、募集しますというような、今までのやり方ですけれども、既にこれだけ複数の団地があって、何部屋かあいています。これをまとめて、トータル的に広報する予定はございませんか。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）新規入居するのは４団地ですね。そちら今はもう１００％入居しております。ですから、そちらがあかないと入居の案内はできませんので、今の形しかできないかとは思っております。
○議長（安元慶彦君）宮本議員、質問の途中でございますけれども、残り時間３８分というところで、ちょうど昼に迫ってきました。
　ここで暫時休憩いたします。午後は１時から再開をいたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　休憩　午前１１時５９分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再開　午後　０時５９分
○議長（安元慶彦君）休憩を解き、休憩前に引き続いて会議を開会します。
　宮本議員、質問を続けてください。
○議長（安元慶彦君）　宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）それでは、引き続き御質問申し上げます。
　空き家廃屋対策についてお伺い申し上げます。
　現状の空き家バンクの実情については、先ほど宮崎議員の質問で御説明を受けましたが、行政で空き家と廃屋の認識をどうされているか、ちょっとお伺いします。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）特別措置法第２条第１項に空き家等と規定はされております。こちらは建築物またはこれに附属する工作物であって、居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地、これは立ち木その他の土地に定着するものを含むようになっておりますが、そのように空き家等は定義をされております。
　また、この特措法には廃屋についての定義はなされておりませんが、一般的には、空き家であって、社会通念上、修繕などの通常の方法では利用できない建築物で、その問題解決をするためには撤去するしかないと見られる建物だと考えられております。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）私もそのとおりだと思うので、平たく言えば、空き家というのは人は住んでいないが修理すれば住める状態のもの、廃屋というのはやはり古さの程度がひどくて人が住める状態ではなく、むしろ危険度のほうが高い状態のものという区別ができるのではないかと思うわけです。したがって空き家バンクに登録する場合に、この辺の状態を精査しながら、どういう利用価値があるかという方針に従って区別、登録するべきだと思うわけでございます。現在、空き家と廃屋を別々にデータ化してございますか。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）今、平成２２年に空き家調査をしておりまして、そのときに、それはもう一緒に入っておりました。そして、その中にあったものには取り壊しされているものもあるようです。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）特措法で言われている特定空き家というものが、私は廃屋に当たると思うんです。つまり、地震等で倒壊のおそれがあるもの、著しく不衛生で有害な空き家、管理されずに有害なもの、つまり衛生的、防犯的、あるいは鳥獣のすみつき等々が見られるような管理されていない空き家、こういったものが特定空き家イコール廃屋だと思うわけでございますが、先ほど問題になっていました、この空き家バンクに登録並びに未登録者の問題、これをこれからどういうふうに未登録者を登録に導いていくかという問題は、非常に大きな問題だと思うわけです。
　各地元の自治会にお力をおかりして、あるいは地元の長老方のお力をおかりして、極力リストアップにこぎつける。そして、その後の利用方法を考えるという問題が一番先決だと思うんですけれども、今回、成立した特措法について、行政として、この運用と活用をどう考えておりますか。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）運用については、先ほど宮崎議員の質問にもお答えしたかと思いますが、特措法のいろいろな条文に基づいて、１４条等の助言、指導、それから勧告、最後は命令、それから代執行ですね、法に基づいてずっとやっていくとは考えております。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）この空き家バンクに関しては、需要と供給のバランスが非常に大事だと思います。空き家バンクにリストアップした物件に関しては、行政で利用、用途を考えるということができるんでしょうが、やはり未登録者の登録にこぎつけるまでの作業が非常に大変だと思います。
　具体的に言えば、所有者の所在が不明だと。持っている方が県外に出られて長年不明だと。あるいは、空き家内に放置している家財道具の処理の許可を得るのが大変だと。一番よく聞くのが、家の中に仏壇があり、その処理が困ると。あるいは遺影とか位牌とか、こういった先祖の方々の残ったものを、やはり行政で簡単に処理できないと。この特措法に基づいてやるにも、なかなかそこまで行政の権限でやれないのではないかというところは今後、非常にネックになろうかと思いますが、その辺、何か有効なクリアする対策をお考えですか。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）あくまで特措法は、こちらで勝手にできるというわけではございません。ですから、そういう助言、指導から。中をどうするかとか、例えば、こちらの壁が壊れているのでここをよくしてくださいといった具体的な助言、指導から始まっていきます。ですから、その中身の分は立ち入り検査ができますので、そうした中身の分もこういうのを片づけてくださいと。例えば仏壇だったら、こういう業者に言えば引き取ってもらえますよとか、そういう具体的な助言、指導から入っていく形になろうかと思います。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）極力、所有者の方の権利を侵さないような形で、柔軟的に対処していただきたいと思うわけです。
　次に、特措法で今回、一番顕著なものとしては固定資産税の件でございます。住宅が建つ土地には、今まで最大６分の１の固定資産税が引き下げられるという特例措置があったわけですが、空き家放置の最大原因になっていたということでございまして、この特例措置が解除されたということです。行政はこの件はどう捉えておりますか。
○議長（安元慶彦君）税務課長。
○税務課長（福本豊彦君）それでは、空き家特別対策法の関連で、特定空き家に指定された場合の固定資産税の特例の廃止ということだろうと思いますが、議員御存じのように、先月の２６日に、この空家等対策の推進に関する特別措置法が施行されまして、その第１５条の第２項の中にうたわれておりますが、財政上の措置及び税政上の措置等という中で、必要な税制上の措置その他の措置を講ずるという条文がございます。
　それに基づいて、特定空き家等の勧告を受けて所有者等が何も対応をしない場合につきましては、その特例措置を翌年度から廃止するという方向で今、国としては示されているところでございますが、法律の中で、それぞれの自治体が協議会を設置することもできるというような規定もございますので、そこそこの自治体の状況に応じた中で、円滑にそういう空き家の除去等が進められる方法を模索していくということになろうかと思います。そういう中で税制上の問題も、あわせてどういう取り扱いにしていくかというのは今後の課題になろうかと考えております。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）課長、こういう理解でいいですか。つまり、自治体が所有者に勧告した時点で、税制上の特例措置が解除されるということですね。つまり、今まで最大６分の１の固定資産税という特例があったんだけれども、平地にすれば、今まで６倍の税金がかかっていた。今後は通告さえすれば、建屋を倒しても平地にしても、通常課税になるということですか。
○議長（安元慶彦君）税務課長。
○税務課長（福本豊彦君）基本的に住宅用地、土地があってその上に住宅が建っている場合につきましては、地方税法の条文の中で特例措置といたしまして、２００平米までについては６分の１の軽減を行います。それを超えた分については、３分の１の軽減を行いますということで、条文の中でうたわれております。
　一般的に６倍になるというのは、２００平米までの面積以下であれば、当然６分の１の適用はされていますので、家がなくなることによって、その特例が廃止されますから６倍になるということになります。単純に言えば、家を撤去すれば、今おっしゃられるように、税額が６倍という形で計算がされると思います。特例が廃止されることによって税額が上がるということですね。
　結局、特措法の中で今そういうことでうたわれておりますが、町としてどうするかというのは特に方向性としてまだ決めていないところがありますので、今の国からの方向性から行けば当然その法律に基づいて勧告をして、それをきちんと勧告どおり実施しない、補修したりとかいうこともひょっとしたらあるかと思いますが、撤去するということになれば当然６倍の税額に、特例措置がなくなるという取り扱いになろうかと思います。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）今、全国の自治体で、少子高齢化のあおりを受けて、そういった空き家、廃屋がふえているわけで、この辺の解決をしないと、現在住んでいる方々の衛生面とか防犯面とか、あるいは美的景観の面、あるいは鳥獣がすみついたということで、近隣生活者への影響が当然感じられる。そういったことも行政に一つのクレームとして当然出てきていようかと思いますけれども、私は、特措法を上手に活用して、本町のそういった廃屋、空き家を上手に利活用して、最終的に、その動き、事業自体が活性化に結びつくような空き家対策ということで今後取り組んでいただきたいと思います。
　その特例措置が除外されるということであれば、空き家、廃屋の所有者が恐らく動きやすい、今まで何であんなに古いのを放置しているのかという問題も、所有者にしては対処しやすいような状況になろうかと思いますから、住民にとって、あるいは所有者にとって、この特措法がメリットのあるような運用をしていただきたいと思いますが、どうですか。
○議長（安元慶彦君）税務課長。
○税務課長（福本豊彦君）税制上の立場から、私のほうからちょっと答弁をさせていただきますが、先ほども申し上げましたように、特定空き家等で指定されて勧告を受けた家屋について、何らかの形で居住できる状況であれば、そのまま特例は恐らく適用されると思います。
　ただ、住む環境にないということで、何も対応してもらえない場合とか、壊した場合については当然６分の１の特例がなくなりますので、その辺については今後、先ほども申し上げましたように、町が協議会を設けた場合は、その中で詳細な事務処理の手続等について検討をしていくことになろうかと考えております。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）よろしくお願いします。
　次に、合併１０周年についてお伺いします。
　本町は合併１０周年を本年迎えますけれども、私は、あらゆるサイドから総括をすべきと思います。本日、ここで総括してくださいということではございませんが、その御予定はございますか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）１０年ということで総括は当然しなければならないと思っておりますが、今の段階での総括を、簡単ではございますが合併１０年ということで、１０年経過してよい面ということで財政の健全化、それから施設の整備、企業誘致等々が挙げられます。半面、先ほど三田議員さんの質問にもありましたが、人口の流出、５９８人、約６００人弱、人口が少なくなったということでございます。
　総括につきましてはまた精査いたしますが、結果としては、この１０年間、着実に進んできたのではなかろうかと思っております。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）まことに当を得た答弁でございます。
　私はやはりこの１０年間の躍進と改善点、発展と反省という見地に立って、この１０年間、合併の功罪といったものは当然あらゆる面から立件しなければならないと思います。今、課長がおっしゃいましたような財政規模の変化とか、事業の取り組み、老人福祉、教育、子ども・子育て、住民サービス、防災、企業誘致等々の面から、合併効果の検証という意味で総括されることを私は期待しておりますし、また今後の一般質問でも申し上げたいと思います。
　その中で、一番大事にしてほしいことを言っておきます。これは住民意識がどう変化しているかと。合併前と１０年たった現在において、住民が合併してよかったのか、悪かったのか、いろいろ疑問点を持っているのかというような見地に立って、住民意識の検証をしていただきたいと、それを申し上げておきたいと思います。
　また、本町の新１０カ年計画が策定されるものと思います。それは合併年度と２年ほどずれているわけで、同時にやれというのは難しいと思いますけれども、合併の１０年を踏まえた上で、今後の１０カ年新計画を策定してほしいと思います。
　その中で一番基盤となるのが、本町にとって今後、一番大事な重要課題は何かということですけれども、現状、その辺を課長、どう捉えていますか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）総合計画につきましては、今後また計画を見直して立てるわけでございますが、現時点での最重要課題と申し上げますか、これは当然、町長が示した九州一輝く町づくりを推進するための施策と私は認識をしております。
　具体的に挙げますと、教育面では個性豊かな人材育成、それから青少年海外体験学習事業の新たな成長ステージ等でございます。また、農業面では６次産業化の推進と販路拡大、それから上毛町産の産物のブランド化等々でございます。福祉面では、全ての町民が地域の中で支え合い、ぬくもりを享受できる地域社会の構築、それから介護予防の推進、高齢者の在宅支援等々でございます。それから、環境面では東九州自動車道の開通による企業誘致、住環境の整備、地域の実質的な環境保全活動等を促進し、モラルの高い美しいふるさと上毛の実現、行改革では機構改革による機動的な行政組織、行政運営、それから、これはハード面、ソフト面も含め最大の重要課題と私も認識をしておりますが、大池公園の開発事業等々ということで認識をしております。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）私も、今、課長がおっしゃられたとおりだと思います。最重要課題は、インター周辺の開発総合計画を着実に推進し、これが本町の活性化、地域創生につながり、最終的には町長が提唱しておりますところの九州一輝く町につなげれば一番いいんじゃないかと思うわけでございます。
　これは、やはりしっかりした計画の立案、積極的な行動、実行力、予算の効果的な執行、大胆な発想と転換、ふるさと上毛を思う愛と誠の念を持って取り組むということが、やはり大事ではないかと思います。だから、先ほど私が言いましたように、町民挙げて、議会も行政も一体になって、町長の推進する事業に一致団結して同じ方向を向いて進もうではないかという気持ちでございますから、ぜひとも間違いのない推進とリーダーシップをとっていただきたいと思います。
　４番、最後の御質問に参ります。役場ＯＢ会について、ちょっと御質問申し上げます。
　役場ＯＢ会、名称は桜の友の会、桜友会ということでございますが、組織としての実態がございますか。また、役場として、その組織の実態を認識しておりましたか。

○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）ＯＢ会の名称ということで、先ほど議員おっしゃられましたように、桜友会という名称でございます。設立期日につきましては、平成２５年４月２０日でございます。当時、会員が１２名ということで発足しておりまして、現在２４名の会員で活動されております。
　具体的なこの桜友会の設立目的、また事業目的でございますが、規約の第１条で「本会は上毛町の退職者相互の親睦及び在職職員との交流を図り、あわせて社会福祉の充実のための活動を行う」ということを目的として発足しているところでございます。
　また、任意団体ということでございますので、日々の自主運営活動の詳細につきましては把握しておりませんが、主として会員の親睦、あるいは会員と在職職員との交流、慶弔に関することについて活動しているということで認識をしているところでございます。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）この組織の事務局はどこにございますか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）事務局につきましては、役場総務課、私と職員のほうで事務を行っております。先ほど申し上げましたように、自主団体であるということでございますので、事務につきましては時間外にボランティアで事務従事をしているところでございます。
　なお、事務の内容でございますが、年１回の総会時の資料作成等であり、当然、消耗品等、切手代等につきましては会の負担ということでございます。
　以上です。

○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）ＯＢ会ということであれば、この上毛町という町の歴史的背景を見れば、旧大平村、旧新吉富村から合併になって上毛町になったわけですが、そのメンバーの中に、両方のＯＢが入ってございますか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）ＯＢ会、桜友会のメンバーにつきましては、上毛町になってからでございます。旧大平、旧新吉のＯＢについては入っておりません。それを言いますと、旧大平につきましては友枝村、唐原村、さかのぼれば切りがございませんので、今回、発足した当時は上毛町の職員が退職した会ということでございます。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）今、課長が唐原村、友枝村までさかのぼりましたけれども、私は旧大平、旧新吉の役場の先輩がまだ御健在な方々がたくさんいらっしゃる。そういう方を、言葉は適切かどうかわかりませんけれども、排除して、上毛町からだけのＯＢが入っているということは、なかなかこれは説明しにくいのではないかと。また、そういう当事者から、何で私らを同じＯＢ会に入れないんだと。現在は上毛町であっても、上毛町の背景として大平村や新吉富村の、この先輩方の力があって現在の上毛町があるわけですよ。その辺、おかしくありませんか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）先ほども申し上げましたが、これは自主団体ということで、ＯＢの方たちがつくった会でございます。私どものほうから、先ほど私が友枝村、旧職員のことを言いましたが、それは今、つくった会員の方が決めたことでありまして、うちのほうからそこが入ったほうがいい、入れないほうがいいとかいうことは当然言うべきではないし、また言われないという自主団体ということでございますので、そこは御認識をいただきたいと思っております。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）現職の課長としては、そこまでがぎりぎりでしょう。あなたが自主団体と申し上げるならば、公的な行政組織でもない自主団体、私的な団体がその事務局が公的行政内に置かれているというのは、いかにもおかしいじゃないですか。これはどういうことですか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）その点につきましては、私どももＯＢ会ということで、当初１２名ということで、ボランティアでお助けをしていたということでございますが、会員も多くなりましたので、事務局等につきましても、私どもではなく、会員の中に持っていただきたいなというのが私の本音でございます。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）私は、一番問題は、地方公務員法に抵触しているんじゃないかという問題です。つまり、公的行政組織の中に、任意団体、自主的な組織の事務局があるということは、公務員はあまねく住民に対して平等の住民サービスをするというのが公務員です。恐らく、あなた今ボランティアとおっしゃいましたけれども、これは特別なサービスを与えている。つまり、便宜供与に当たりませんか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）御指摘につきましてはごもっともと思いますが、これにつきましては他の団体ともそういう事例がありましたので、うちのほうとしては、そういう事務局を時間外にボランティアでするという判断できょうに至っておるわけでございますが、御指摘の点を十分考慮いたしまして、今後は先ほど申し上げましたように、外部、本来の会員の中に事務局を持っていきたいというふうに要請し、また反省をしなければならないと思っております。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）私はいつも言いますけれども、常に我々の行動は、住民目線に立った行動、言動でなければいけないということで、このことは、この住民に対して大変、不可解、不愉快な出来事だと思います。
　教育長、ちょっとお尋ねします。学校の先生が退職されたら、教職員ＯＢ会というのがあると思います。先生のＯＢ会ですね。そのＯＢ会の事務局が、教育委員会とか教務課とかにございますか。
○議長（安元慶彦君）教育長。
○教育長（百留隆男君）ございません。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）我々、いろいろな高校とか学校を卒業して同窓会をやりますよ。同窓会の事務局が、じゃあ学校に置いてもらえますか。そんなことはあり得ないんですよ。だから、間違っていませんかということなんです。
　だから、あくまで公務員というのは、国家国民、この地域の住民に対しての公僕であります。公僕というのは、簡単に言えば、住民のしもべなんですよ。手足になった働けということです。つまり、８時から夕方の５時まで、しっかり住民サービスをしなさい、与えられた仕事をしなさいよと。それ以外のことは時間的余裕、あるいは拘束時間を外れて、先ほど言うボランティアとしてやるというのはいいのかもしれませんけれども、あくまで民間の会社や団体、企業と違う行政、公務員であるということを第一義的に考えなければいけないと思います。
　先輩後輩が一つの席に集まって話をするときに、いろいろな意見の交換や考え方を先輩から拝聴する、御意見を伺うというスタンスならいいんです。だけれども、先輩と後輩が集まって、後輩が先輩を押さえつけて物を言う人はいないと思います。当然、先輩のいろいろな意見を聞く、お伺いする、はい、わかりましたということでしょうけれども、その延長線上に、私が思うには強要とか指示命令とか威圧とかいうものが出てきたら大変だと言うんです。それは、普通の日常茶飯事の会話ならいい。だけれども、そこで町が推し進めている大きな事業とか、極端な話、選挙の前とかいうことになって、先輩、ＯＢから現職の皆様方に、ストレートに物は言わなくても言外に、これは、ああ、そういう意味を含んでいるなと感じられるようなことがあっては、皆さんが公平な仕事ができませんよということで私は言っているわけです。
　町長、いかがですか。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）議員、御指摘のとおりだと思いますし、そのようなことがないようにしているとも思っているところでございます。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）副町長、お伺いします。副町長は県におられた方ですから、このようなことがほかの自治体で過去ございましたか。そういった話を聞いたことがございますか。
○議長（安元慶彦君）副町長。
○副町長（今任和広君）よその市町村がどのような状況、状態にあるのかということは、正確には全てを把握しているわけではございませんので、この場ではお答えはできませんけれども、県においては、県の例えば人事担当の部局にこういった組織が存在するかというと、存在はしていないということでございます。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）県にもないようなことを、その下の地方自治体がやること自体が疑問でございます。
　ＯＢ会を開催するに当たって、現職の役場の職員がどの程度かかわっておったか、課長、わかりますか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）総会時ということでございますか。総会時につきましては、当然、私どもは会員ではございませんので、総会には出席はしておりません。ただ、会の目的、先ほど言いましたように、職員との交流というやつがありますので、そこらの会には出席をしたことはございます。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）総会もそうですし、親睦会もそうですけれども、会を開催するに当たって、職員が本来なすべき仕事を休んでというか、会を催す準備をしたり、会計をしたり、あるいは受け付けをしたりといった話はございませんか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）先ほど言いましたが、事務局が私と担当がしておりますので、受付等は確かにやったことは事実でございますが、時間外ということでございます。
○議長（安元慶彦君）宮本議員。
○１１番（宮本理一郎君）私は、これ以上追及するつもりはございませんが、公務員である、住民のしもべであるということを十分自覚されまして、町長におかれましては、人心の統一、綱紀粛正ということをしっかりやっていただきまして、住民の誰もが見て、行政も議会もしっかりやっているなという姿勢を我々は貫かなければいけないと思います。最後に、町長のコメントをいただきます。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）議員御指摘のように、綱紀粛正をしっかり正して、今後の運営を行ってまいりたいと思います。
○１１番（宮本理一郎君）以上、終わります。
○議長（安元慶彦君）宮本議員の質問が終わりました。
　続いて４番目、廣﨑議員、登壇ください。
○３番（廣﨑誠治君）３番議員、廣﨑です。

　私は、３項目について一般質問をさせていただきます。
　福岡ひびき信用金庫宇野支店の件について、少年海外体験学習事業の件について、大池公園開発計画基本構想について、一問一答方式で自席のほうからお答えいただきたいと思います。よろしくお願いします。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）福岡ひびき信用金庫宇野支店が閉鎖するということを私は最近聞いたんですが、銀行が撤退する市町村を社会がどう評価するだろうかということを、町長はどう思いますか。見解を聞かせてください。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）社会がどう評価するかという問いでございますけれども、一般論で言いますと、銀行の支店などが廃止、廃店となるのは企業の経営上の戦略であり、社会の銀行に対しての評価はその原因によりそれぞれ異なると思いますが、撤退する市町村の評価にまで及ぶとは考えておりませんし、市町村が定住対策、観光対策、企業誘致等々の施策を行っておりますし、それなりの見方もありますけども、他に銀行支店が撤退する市町村を評価できないし、そういう視点での評価にはつながらないと考えております。その市町村区域内には、他の民間企業というものもございますし、将来的な投資、開発が見込まれる地域もありますし、社会的な評価はそれぞれ個々の評価になろうかと思っています。
　近隣の例を挙げますと、吉富町の大分みらい信用金庫吉富出張所が２００８年１２月に、中津市の同じく大分みらい信用金庫今津支店が２０１３年１１月に廃店となりましたが、社会的また皆様の中津市、吉富町に対する評価はどうでしょうか。私は銀行の経営戦略上の問題ということで廃店となったものと考えておりますし、また別の視点から見る方もおられるかもしれません。
　今回の福岡ひびき信用金庫の宇野支店廃店につきましては、今から６年前、平成２１年の６月の総代会での決定事項であり、それが今も生きていると、先日私も知りました。以来６年間、延長期間については、私どもの認識としては平成２１年度に宇野支店廃店の決定事項が撤回され、預金目標額１００億円を達成するために、関係者、町等々が支援をし、廃店の話は消えたと思っておりましたが、信金側は廃店は決定事項であったわけで、廃店期日を延長しただけであるという方針でございました。いずれにしても、宇野支店が廃店にならないように、わずかな望みでもあればその可能性を信じ、今現在も存続のお願いをしているところでございます。
　ちなみに、現役の職員の中にこのことを知っている者がいたかという問いをしましたが、誰一人知っておりませんでしたので、恐らく引き継ぎができていなかったのではないかと考えております。

○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）私も役場のＯＢで、以前会計管理者をしているときに、２１年の６月のときに廃店の話は若干聞いたんですが、そのとき先ほど町長がおっしゃったように、預金目標１００億円を達成すれば閉店は免れるというふうに私も理解しておりました。しかし、今回そういう閉店ということを聞きましたので、地元の商工会、宇野支店を利用している一般の方、大変不便になると思います。
　町長、先ほど撤退を知ったのは最近だという話でしたが、引きとめのためにどういう方策をとったか。議会等に、この前の５月２５日の全員協議会のときに議会に引きとめの方策をお願いするというような考えはなかったんですかね。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）先ほど申し上げましたように、６年前に廃店は決定したということで、いつ知ったのかということにつきましては、宇野支店廃店、撤退を承知したのは３月中旬以降、ひびき信用金庫の本部役員、具体的には専務理事と常務等が来庁し、当時は内々にということで、私と議会の議長そして商工会の会長の３者が一堂に会して、その中での撤退の話があったわけで、町としては当然存続を要望し、その後、信金宇野支店のほうが４月、５月に取引先に対して説明を行ったと聞いております。
　また、議会からの引きとめ、議会に対して協力を求めなかったのかということにつきましては、先ほど申し上げましたように議会の代表者も入っておられましたし、公に対する廃店説明を行ったということで、議員さんも御存じの方がいたとも思っておりました。結果として、５月の議会、全員協議会の協力要請ということはしておりませんけれども、議長、商工会会長と連携いたしまして、廃店説明時で存続要望、また、先方の理事長、専務理事に対する要望活動を行ってきた次第でございます。

　以上です。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）商工会の会長も一緒に、安元議長も一緒に引きとめる工作に行ったということですね。
　残り時間は大変少ないと思うんですけど、９月ごろに撤退するということを聞いたんですが、自治会長は仕事が多いと思いますけど、自治会等にお願いして署名等をとって、上毛町全体で署名活動をして、所管庁、金融庁かどこかわかりませんけど、そこに陳情するというような方策は考えられませんか。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）６月２６日が最終決定期間と思っておりますし、これは生々しい話ですけども、信用金庫の目標１００億に不足する額、これは大方半分であるということで、これが集まらなければ土俵にも上がらないという状況でございますので、町からはこれ以上は何も言えないと思っています。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）今、上毛町でもひびきのほうに基金の積み立てを行っていますよね。今現在の基金額というのは幾らあるんですかね。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）２１億円だったと思います。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）現在、ひびきのほうには積立額は２１億円、ひびき信用金庫の今の預金額のうちの約３分の１まではいかんでしょうけど、そのぐらいはやっているわけですよね。これは閉店という形になると、引き上げという形をとるんですかね。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）定期等でございますので満期の時期がございます。その時点で考慮すべきではなかろうかと思っています。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）町長の御答弁ではやむを得ないという形で捉えていると思いますけど、再度地域のために努力していただきたいと思います。それでは、ひびきの件についてはこれで終わります。
　少年海外体験学習事業の件についてお尋ねいたします。

　タイへの変更はいつ決定したのか、お知らせください。
○議長（安元慶彦君）教育長。
○教育長（百留隆男君）それでは、少年海外体験学習事業につきましての御質問でございます。
　まず第１点、タイへの変更はいつかということでございます。その前に本町の英語教育の議決組織の説明をちょっとさせていただきます。本町には１８年１月１９日、合併してから以降ですが、国際交流推進協議会という、言うなら外国語教育の実施についての議決機関がございまして、外国語教育の充実と国際人たる人材の育成を図り国際交流の推進を目的とする、１１人の委員の方々の協議で議決されるわけでございます。こういう協議会がございまして、実は２７年、今年の２月１０日に２７年の第１回の会議がございました。この会議の中で少年海外体験事業の行き先につきまして、タイに本年度は派遣しようということになりました。
　２番目に、国際交流推進協議会では慣例で英語圏と御質問いただいておりますので、合わせてちょっとさせていただいていいですか。
○３番（廣﨑誠治君）はい。
○教育長（百留隆男君）実は、過去２４年間、少年海外体験学習事業は確かに英語を主とした国に派遣してまいりました。そして、英語教育の充実を目指してきたわけでございます。英語教育に限らず教育学者にこういう論がございます。どっぷり英語を自国語としているところに、よちよちの英語を持っていって劣等感と非力感を持たせるということもあり得るんですよという教育学者もございました。そういう論もあるんですけれども、本年度は、英語が母国語ではないけれども第一外国語として我が国と同じく英語教育向上を目指すタイ王国を訪問して、このタイとの英語力の違い、または学ぶ意識の違い等を共有して、英語学習の向上に努める。さらに、友好関係、国際感覚を育成するという目的のもとにタイ訪問を決定いたしたということでございます。
　タイの国は御存じのように非常に親日国でございますし、またタイには上毛町の企業、自動車関係企業も数社進出しております。また、文化財も豊富にありますし、かなり訪問は国際感覚また文化財認識等についても効果があるんじゃないかという意見が当時は出ました。したがいまして、そういうことでタイのほうに決定となったわけでございます。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）以前、私も役場時代にはオーストラリアに団長としてついていったこともございますが、そのときの生徒等の感想文を見ると、オーストラリアに行けて大変よかったと。中には１年間のホームステイ等に行く生徒も出ました。そういう形で、英語が好きになるという成果が大変あったと思うんです。
　今回のタイについては日常語で英語なんかは多分しゃべってないんじゃないかなと思うんですが、ホームステイ等はしないんですかね、今回は。
○議長（安元慶彦君）教育長。
○教育長（百留隆男君）ホームステイ形式ではございません。ホームはホテルにおいて、そしてそこからそれぞれ交流先に、学校交流とか文化財視察交流とか、またいろいろな企業、国際機関等の訪問とかそういうことを通していきます。ですから、そういう意味では今までとパターンは違います。
　毎年行った生徒、児童にアンケートをとって意向等を調査しております。確かに行ったところは楽しかったという意見もございます。またもう一方は、違う国も行ってみたいという意見もございます。これは千差万別でいろいろございますけれども、そういう実態もございました。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）タイ王国については今軍政がしかれているんじゃないんですかね。治安等は大丈夫なんですかね。
○議長（安元慶彦君）教育長。
○教育長（百留隆男君）大丈夫で万全であるかということは、その時期もございましょうし情勢もございましょうけれども、話し合いの段階では、我々は子供の安心、安全が第一ですから、その話も当然出ました。今安定しているし国政も安定した状態にあるという話にはなっている。しかし、永久に保障できて大丈夫なのかということになりますと、永久には私どもは保障しきれませんけれども、その段階ではそういうことでございました。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）今年は多分ほかに変更するということはかなわないかもしれませんけど、今回行って問題点があって、また再度英語圏に行きたいということであれば、来年度また変えていただきたいと思います。少年海外体験学習事業については終わります。
　それでは、３番目の大池公園開発計画基本構想についてお伺いします。

　５月２５日の全員協議会で、上毛町の大池公園開発計画の基本構想概要版というのを説明を受けましたけど、この構想の企画は誰の発案なのか、それともコンサルタントに委託したのか、それをお聞かせください。
○議長（安元慶彦君）開発課長。
○開発交流推進課長（岡崎　浩君）基本構想の発案、それから企画会社に委託したのかという御質問について、私のほうからお答えさせていただきます。

　この件につきましては、従前より何度か全員協議会等でも御説明していますとおり、まず職員のアイデア募集から全てがスタートしておりまして、庁内の課長職によるプロジェクトチーム及び係長職による作業部会の検討を経て、おおむね二つの案にまとまった部分を２６年度、専門家の設計チームに委託を行い、先般御説明したような基本構想が完成したというところでございます。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）設計チームに委託ということは、民間の業者ということですか。
○議長（安元慶彦君）開発交流推進課長。
○開発交流推進課長（岡崎　浩君）はい、民間の設計の事業者でございます。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）これにはもう委託料とかいうのは。契約とかしているんですかね。
○議長（安元慶彦君）開発交流推進課長。
○開発交流推進課長（岡崎　浩君）基本構想は２６年度にでき上がっておりますので、２６年度契約で完了いたしておるところでございます。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）説明を受けた限りでは、私もほかの議員も多分驚いたんじゃないかと思いますけど、概算事業費が２６億円と、民間のほうで６億円と、合計３２億円の大型事業ですね。上毛町の総予算は４２億円ですから、それの３分の２以上になるんじゃないかと思います。この件に関して町長はどう感じられますか。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）金額的な部分は今から詰めてまいることになりますので、まだそれは確定ではないと思いますし、中身につきましても今十分に協議をしている段階ですので、今後の成り行きを見守っていただきたいと思います。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）これを計画したとき、後年度負担等について、維持管理費等の積算等は行っていますかね。
○議長（安元慶彦君）開発交流推進課長。
○開発交流推進課長（岡崎　浩君）その分につきましては、本年度２７年度実施の基本計画の中で、財源確保に伴う整備交付金も含めまして検討するよう予定いたしております。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）あわせて、費用対効果もやっていますかね。
○議長（安元慶彦君）開発交流推進課長。
○開発交流推進課長（岡崎　浩君）当然そういった部分も含めて検討はしてまいりたいと思っております。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）こういう大型の事業を今からどんどん進めていくんだと思います。開発交流推進課ができて、今からやっていくんだと思いますので、随時提案されたら、そのときに私も真摯に。たびたびまた一般質問するかわかりませんけど、やるに当たっては私たち議員も、町長もそうですけど、町民にこんな大型の予算を通すときに任せられたとは感じておりません、私も。

　上毛のスマートインターができて、それを活用するのは私も賛成です。ただ、こういうのを住民に十分説明してわかってもらわないと、これだけのお金をかけてやるということはできないと思いますので、これは私の考えなんですけど、住民投票条例等をつくって、住民投票でやってはいかがかと思いますが、町長のお考えは。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）住民投票条例までつくる意思はございませんし、住民の代表が議員の皆さんと思っておりますので、そこにしっかり説明をしてまいりたいと考えております。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）じゃあ再度お尋ねします。この計画ができ上がったときには、各地区に出て説明会等やる意思はございますか。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）説明を求められれば説明をしたいと思いますし、説明する暇もないほど盛り上げたいと思っております。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員。

○３番（廣﨑誠治君）それでは、この件に関してはまた次回御質問したいと思いますので、私の一般質問はこれで終わります。
○議長（安元慶彦君）廣﨑議員の質問が終わりました。
　続いて、５番　田中議員、登壇ください。

○２番（田中唯登志君）最初に、梅雨の時期でもありまして、昨日は熊本、長崎県では集中豪雨による大変な被害が出ております。上毛町での災害等について再確認または再認識をするために質問したいと思います。
　次に、先月全面施行されました空き家対策推進措置法について何点か質問したいと思います。よろしくお願いします。
　詳細については自席でもって進めさせていただきます。よろしくお願いします。

○議長（安元慶彦君）田中議員。
○２番（田中唯登志君）最初に、町の防災対策について、町民に危険箇所、避難箇所等の周知はどのように行っていますか。簡単に説明をよろしくお願いします。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）防災対策につきましてお答えいたします。

　近年、国内外におきましては、平成２３年の東日本大震災、それから平成２４年の九州北部豪雨、それから４月のネパール大地震、箱根町における火山性地震、また過去におきまして大きな被害の経験のない地域におきましても、集中豪雨や土砂災害等、甚大な被害が頻繁に発生している状況であり、災害に対する危機管理が求められている昨今でございます。

　このように過去に例のない災害が発生する中、上毛町におきましても、災害発生に迅速に対応できるまちづくりを目指して、随時防災体制の点検、整備等の見直しを行っているところでございます。
　質問の１点目の上毛町内の危険箇所及び避難場所等の周知ということでございますが、まず町内の災害等における危険箇所につきましては、町が作成をいたしました防災パンフレットを全戸に配布いたしまして、あわせまして危険箇所、避難所を示したハザードマップも全戸に配布をしているところでございます。
　また、県指定の土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域それから特別区域につきましては、平成２５年９月に自治会長会の中で全自治会長に説明をしております。また、新吉地区には平成２５年１０月に説明をしております。大平地区につきましては、平成２６年１月に指定区域地内外の町民に対し説明を周知しております。この区域はハザードマップのほうにも掲載済みでございます。
　また、県指定の急傾斜地崩壊危険区域は町内に２カ所ございますが、これは土砂災害警戒区域あるいは特別区域に含まれております。
　それから、避難場所の周知につきましては、先ほど説明いたしましたが、全戸配布の防災パンフレット、また広報で周知し、かつ、それぞれの避難箇所に避難場所の看板を設置しているところでございます。
　それから、町の防災訓練におきましても、当然避難場所等を周知して訓練を行っているという状況でございます。
　以上でございます。
○議長（安元慶彦君）田中議員。

○２番（田中唯登志君）先ほど言われました防災マップなんですけど、その防災マップに記載されたのを含めて、危険箇所の数、避難場所の数等をよろしかったら教えてください。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）防災マップの中には、先ほど私が申し上げました土砂災害警戒区域と特別区域ということで、図面等を載せております。これは新吉地区におきましては土砂災害警戒区域ということで、３渓流、要するに河川、水路等でございますが、３渓流と２１カ所が指定をされております。これは、土砂災害警戒区域、俗にイエローゾーンと言っておりますが、それと土砂災害警戒特別区域、これはレッドゾーンと言っておりますが、これは先ほどのイエローゾーンに含まれますが、新吉地区では土砂災害警戒特別区域が３渓流と１７カ所ございます。それから、大平地区でございますが、土砂災害警戒区域、イエローゾーンが６９渓流と１１１カ所ございます。それから、土砂災害警戒特別区域が６２渓流と１１０カ所ございます。それから先ほど申し上げましたが、これも警戒区域の中に含まれておりますが、県指定の急傾斜地崩壊危険区域が２カ所ございます。

　以上です。

○議長（安元慶彦君）田中議員。

○２番（田中唯登志君）ありがとうございます。
　続きまして、先週６月７日の日曜日に上毛町、吉富町主催で山国川の水防演習が行われました。大変盛大に行われております。この演習のノウハウを各自治体等に展開して防災訓練の計画はあるかどうかですね。また、災害に対しての意識とか緊急体制、ＡＥＤであるとか、そういうのを含めて体験の計画はございますか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）各自治会の防災訓練ということでよろしいですかね。
○２番（田中唯登志君）はい。
○総務課長（川口　彰君）この防災訓練につきましては、町民が防災に関心を持ち、防災意識の向上のために、防災訓練の実施を今やっております。過去から申し上げますと、平成２４年度に中村地区で行いました。それから平成２５年度が東上４区、それから平成２６年度が下唐原の東区、以上３地区で防災訓練を行っております。
　また、平成２７年度、今年度につきましては、まだ地区が。前回の自治会長会でも手挙げということで申請をお願いしたんですが、まだ来ておりませんので、うちのほうから自治会のほうにお願いをして防災訓練を行うということで、地区につきましては現在選定中でございます。
○議長（安元慶彦君）田中議員。

○２番（田中唯登志君）過去の訓練で、参加人数というのはどれぐらいですか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）平成２４年度は中村地区ということで、中村地区は６２戸の戸数がございますが、５８名の方が参加をしております。それから２５年度、東上４区でございますが、東上４区は３０戸の戸数ですが、５０名地元の方が参加しております。それから、昨年度は下唐原東区ということでここは８４戸ございますが、９８名の参加でございます。これ以外に当然、県それから私たち役場、それから社協のほうも参加しておりますので、ただいま申し上げました人数にプラス１０名から２０名での参加人員となります。
○議長（安元慶彦君）田中議員。

○２番（田中唯登志君）大変ありがとうございます。

　この防災マップですけど、中身はなかなか充実していると思います。このパンフレットを参考にして、風水害に対する日ごろの備えであるとか、台風集中豪雨のための心得だとか、そういうのをまた訓練されることを希望します。以上です。
　続きまして、空き家対策なんですが、先に宮崎議員、宮本議員が質問されました内容と酷似しておりますので、今回は答弁を省略させていただきます。

　いずれにしても、この問題は行政だけの問題ではないと思うんですよね。行政、民間一体となって、有識者も含めて、今後協議なり討論していく必要があると思います。
　以上です。終わります。

○議長（安元慶彦君）田中議員の質問が終わりました。
　続いて、６番　茂呂議員、登壇ください。

○１０番（茂呂孝志君）私は、大池公園周辺整備事業、国保税の引き下げ、介護保険料の負担軽減、第２子からの保育料の無料化、旧ビール館の解体について、町長に質問いたします。
　まず、大池公園周辺整備の事業について伺います。この事業は、町長の公約の中でどの部分になるのかお尋ねいたします。この事業の構想を町民に諮らず、コンサルタント会社に頼んだのはなぜなのか。
　この事業の開発構想について２点お伺いします。まず、観光創出、雇用創出のための具体的な取り組みについて、町長のお考えをお伺いいたします。２点目に、この事業を通じて定住人口をふやすというが、そのためにどのようなお考えをお持ちなのか。さらに、この事業を通じて福祉、教育、農業、医療、環境等がどのように連携して、九州一輝く町づくりの実現を図ろうとしているのかお伺いいたします。
　この事業が町の発展、町民にどのようなメリットがあるのか、そのことについてお伺いいたします。
　この事業で、大池公園及び大平楽への集客にどのような影響を及ぼすのか、町長の考えていることを、その構想についてお伺いいたします。
　大池公園内の西側のゲストハウスと東側の民間店舗の運営については、誰が行うのか。また、建築物の基礎は固定された基礎の上の建物なのか、それとも構造物なのか。
　大池公園内の屋外ステージの必要性と集客数。
　池に人道橋をかける必要性についてお伺いいたします。
　この事業の総事業費と補助事業名、財源の内訳について、自主財源、補助金の補助率、借入額、民間資本について、それぞれ何割ぐらいになるのかお伺いいたします。
　それから、地方創生の交付金は幾ら見込んでいるのか。
　事業完成後の維持管理は幾らかかるのかについてお伺いいたします。
　次に、国保税の引き下げについてお伺いいたします。

　新制度では、都道府県が納めた納付金を市町村が納めることになります。この納付金を納めるのに必要な標準保険料が都道府県より示され、納付金は市町村ごとの医療費と所得水準で決められ、標準保険料は一般会計からの繰り入れをしない場合の保険料です。国は都道府県に３,４００億円の財政支援を行っています。これにより、一般会計からの繰り入れの必要性は相当改善されると述べ、一般会計からの繰り入れをやめさせていく姿勢を示しました。上毛町に国から財政支援は幾ら交付されると見込んでいるのかお伺いいたします。

　また、町は国からの財政支援を活用し、国保税の引き下げに充当する考えがないのか、町長の見解をお伺いいたします。
　次に、介護保険料の負担軽減についてお伺いいたします。町独自で介護保険料を負担軽減した場合の金額を町が広域連合に拠出金として納付することで介護保険料の引き下げは可能ではないかとの問いに、２０１５年３月議会では、そのような法的制約があるかどうか把握していないと答弁いたしました。法的制約がないのであれば、町長は広域連合と話し合って介護保険料の負担軽減を図っていく考えがないのか、お伺いいたします。
　次に、第２子からの保育料の無料化についてお伺いいたします。町長は２０１５年３月議会の一般質問の中で、保育料の負担軽減について、第２子からの保育料無料化した場合の財源は２,１５０万円必要、保育料の単価を国の基準単価よりも軽減すれば全ての児童が対象となるので検討をしたいと答弁しています。町長は、九州一輝く町づくりを目指しているのであれば、第２子からの保育料無料化、またはその他の方法で負担軽減に実施する考えがないのかどうかお伺いいたします。
　また、子ども・子育て支援新制度で、内閣府が年少扶養控除廃止を保育料値上げに連動させないための措置である年少扶養控除の再算定を新入園児より行わないようにしていました。３月９日に内閣府が改定したＦＡＱの中で、市町村の判断で新規利用者も年少扶養控除を加味して利用者負担軽減を設定することを妨げないものであると追加されています。新入園児も年少扶養控除廃止を保育料値上げに連動させないよう利用者の負担を設定する考えがないのか、町長の見解をお伺いいたします。
　最後に、ビール館の解体についてお伺いいたします。今、町はビール館の解体をさせ、更地にして町有地の返還を求める協議を行っていると思いますが、その進捗状況についてお伺いいたします。
　以上、５項目の質問に対して明確な答弁を求めます。
○議長（安元慶彦君）交流課長。
○開発交流推進課長（岡崎　浩君）それでは、大池公園整備事業に関連しまして、私のほうから御答弁をさせていただきます。
　まず一番目のこの事業は町長の公約の中でどの部分になるのかということでございますが、今回の事業は、「九州一輝く町」実現のための入り口、顔づくりでございまして、ここがスタート地点というふうに私ども職員一同考えているところでございます。
　また次に、大池公園周辺整備事業構想を町民の声を聞かず町外のコンサルタント会社に頼んだのはなぜかという御質問でございますが、廣﨑議員の御質問でも御説明をいたしておりますが、職員からのアイデア募集と庁内の課長職によるプロジェクトチーム、それから係長職による作業部会での検討を経て、二つの案がまとまり、それらをベースに２６年度専門の設計チームに委託を行い、先般御報告した基本構想が完成したものでございまして、十分庁内協議を経ていると認識いたしているところでございます。
　また、３番目の大池公園開発における基本構想の中で、観光創出・雇用創出（雇用人員）のための具体的取り組みということでございますが、第一義的に上毛の魅力を発信するエリアとして、観光客誘致の入り口でございまして、雇用面では、整備されるエリアへの直接的雇用と、関連して進めます農産物のブランド化等による総合支援を考えているところでございます。
　また、この事業を通じて定住人口をふやすというがどのような構想を持っているのか、さらにこの事業を通じて福祉、教育、農業、医療、環境がどのように連携して、九州一輝く町づくりの充実を図ろうとしているのかという御質問でございますが、まずこのエリアの魅力が向上することにより、上毛町全体の魅力発信力が高まると考えております。さらには、このゾーンからの情報発信により、企画等で進めております田舎暮らし研究村構想等のコマーシャル効果が向上し、定住化に結びつくことができると考えております。また、福祉、教育についても情報提供とともに、児童のための遊具等の整備により上質の子育て支援ゾーンの形成が可能となります。農業につきましても、６次産業化やブランド化の最前線でありまして、医療についても高次元の第二次、第三次医療圏への入り口であると考えておるところでございます。また、周防灘定住自立圏においては唯一のパーキングエリアでございまして、交通面での中心核となることで九州一輝く町の実現が近づくと考えておるところでございます。
　次に、この事業で町の発展や町民にどのようなメリットがあるのかという御質問でございますが、前段でも申し述べましたように、対外的なさまざまな効果とともに、日常使いとしては町民の憩いの場の創出と来訪者との交流拠点となり、町民へ還元できるメリットが生まれると考えておるところでございます。
　また、この事業で大池公園及び大平楽への集客数、大池公園の東側、西側及び大平楽という御質問でございますが、大池公園の集客等につきましては今後基本計画等の中で十分検討する予定でございます。また、大平楽の集客につきましては今計画では検討はいたしておりませんが、相乗効果の出る方法を考えてまいりたいと思っているところでございます。
　それから、大池公園内の西側ゲストハウスと東側民間店舗の運営は誰が行うのか、また、建築方法については基礎の上の建築物なのか構造物なのかという御質問でございますが、店舗の運営等につきましては、前回の全員協議会でも御説明いたしましたとおり、財源とあわせて運営まで含んだ検討を今後行っていく予定にいたしております。建築方法につきましては、実施設計等により確定いたしますので、現段階でお答えするのは困難かと思っております。
　次に、大池公園内の屋外ステージの必要性と集客数ということでございます。基本構想にも記載をいたしておりますが、屋外ステージとして利用できるテラス、要するに兼用の施設を想定いたしておりまして、単一の目的のものではございません。現在のは基本構想段階で、詳細につきましては今後検討いたしますので、集客数も現在のところは算定いたしておりません。
　それから、大池公園に人道橋をかける必要性というところでございますが、池全体の動線、また連結施設との回遊性等を考慮した場合、中央に空間のアクセントを加えることで通路及びたまりとしての役割を担う施設でございまして、全体のシンボルであると考えております。また、構想のようなショートカット路線は、全体計画の上からでも必要性が高いと考えておるところでございます。
　それから、この事業の総事業費と財源内訳、国県の補助事業名（補助率）、財源内訳（自主財源、補助率、借入金、民間資本）等という御質問でございます。現段階での総事業費は先般御説明したとおりの金額でございますが、財源についても今後合併特例債を含め、さまざまな補助事業の可能性を検討していくという御説明をいたしております。現段階で補助事業名や財源内訳をお示しすることは困難かと考えております。
　それから、地方創生の交付額ということでございますが、地方創生で現在進めておりますのは、地方創生先行型として総合戦略と子育て応援プロジェクト、地域消費喚起型で地域商品券発行事業を進めておりますが、地域振興のための地域の創意工夫に対するソフト事業等の交付金でございまして、今事業のハード的な補助については対象とはならないと考えておるところでございます。
　また、最後の質問、事業完成後の維持管理費は幾らぐらいになるのかという御質問でございます。廣﨑議員の御質問でもお答えいたしましたし、また全員協議会でも御説明いたしておりますが、民活等の程度により開発主体も多様な主体になる部分も予想されます。計画の進捗状況により具体化すると考えておるところでございます。
　以上です。

○議長（安元慶彦君）長寿福祉課長。

○長寿福祉課長（末松克美君）それでは、まず平成２７年度から国から保険者支援制度ということで１,７００億円、そして平成２９年度からさらに毎年１,７００億円国費を投入されまして、計３,４００億円の国費を投入するという予定になっております。
　まず最初の御質問の、１,７００億円を投入された場合どれぐらいの保険者支援金になるのかということですが、まだ２７年度の所得が確定しておりませんが、２７年度が昨年並みの所得ということでありますと５００万超の支援金になろうかと思っております。
　それから、国保税の引き下げの件でございますが、３月議会でも申し上げましたが、上毛町の１人当たりの医療費は年々増加しておりまして、平成２５年度では、県内６０市町村あるわけですが、４位となっております。しかしながら、平成２０年度から保険税率を据え置きまして、現在、近隣市町それから県下でも低い税率となっております。平成３０年度から運営が県のほうに移管することに伴いまして、今年度、平成２７年度に税率の改定の検討を行いたいと思っております。医療費の動向から見ても、国保税を引き上げることになるのではないかと思っております。
　それから、介護保険料の負担軽減の件でございますが、これも３月議会で申し上げましたが、広域連合でいろいろな減免制度がございますし、介護保険の財源の５０％は公費でございます。そのうち４分の１が町負担ということになっております。また、２７年度から低所得者に対しまして公費を投入し、保険料の軽減を強化しているところでございます。以上のことから、町独自で介護保険料の負担軽減をする考えは今のところございません。
　以上でございます。
○議長（安元慶彦君）子ども未来課長。

○子ども未来課長（垂水英治君）それでは、第２子からの保育料の無料化、または負担軽減する考えはないかということで答弁させていただきます。
　保育料は、国の基準額に対し階層全体にわたりまして３割程度の独自軽減、あわせて第３子の保育料の無料化の独自運用を行っております。新制度以降後も２６年度までの措置を継続するということで当初予算案を御可決いただいているところですが、近隣市町の状況もさまざまな階層の設定で、比較しにくい部分ではございますが、本町はおおむね低額な保育料で推移していると確認させていただいております。今年度は現在の制度で進めたいと考えており、改善検討の際は現在の階層ごとの３割軽減の向上などを十分精査して進めるべきと考えております。

　また、現在町が策定中の地方創生に係る総合戦略の中に、若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるという基本目標がございます。十分担当課として町全体のよりよき子育て支援の向上につながるよう、次年度に向け検討してまいりたいと考えております。
　もう一点の、年少扶養控除廃止による保育料値上げに連動させない措置を講ずる考えはないかという御質問でございます。

　当初予算の編成時、町の判断として、議員の言われる年少扶養控除を仮に反映し再計算をいたしますと、新たな保育料では世帯構成等により下がる方だけでなく上がる方も生じました。そうした点で、制度、積算の複雑化を避ける意味合いも踏まえまして、町は年少扶養等の控除は再計算をしないと判断いたしました。

　また、現時点で近隣の自治体も本町同様、議員御指摘の措置は講じていないという現状でございます。
　以上でございます。

○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）旧ビール館の解体に向けた進捗状況、旧ビール館所有者との間でビール館の解体についてどのように話し合いがされているかについて御答弁させていただきます。
　現在、旧ビール館につきましては、民間企業との間で建物売買契約が結ばれております。所有権は、売買契約の通り株式会社○○○○○にあると考えられます。登記はされていないため、名義は株式会社○○○○○○○○○○○○○○の状態でございます。また、株式会社○○○○○○○○○○○○○○の代表者が不在の状態であり、所有権移転等に係る手続を進めることができないため、早期に代表者を決めていただくよう現在依頼しているところでございます。

　なお、株式会社○○○○○としては、町へ旧ビール館を無償譲渡したいという意向もございますので、現在施設を解体するか、リノベーション等により再利用するか、現在町としては検討しているところでございます。
　以上でございます。

○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）まず、大池公園周辺整備事業から行きます。この事業は、町長の公約の中でどの部分に当たるのかということで、九州一輝く町づくりのスタートにしたいということでありまして、どの部分に当たるということが説明されていないと思うんですよ。ですから、公約にあったのか、公約になかったのか、この点をまずお伺いいたします。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）公約の中に大池公園周辺ということは挙げていなかったと思いますが、さまざまな公約がここからつながっていくと捉えていただきたいと思います。

○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）さまざまな公約につながるということでの今の答弁ですが、じゃあ、大池公園周辺整備事業は公約になかったということですね。この点を確認したいと思います。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）そのとおりでございます。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）公約になかったということでありましたが、どういう形で途中でこういうことが入ってきたのか、その点を御説明願いたいと思います。町長の公約の中には、介護保険、介護予防の推進、高齢者在宅支援をするということがうたわれていたわけですよね。しかし、大池公園周辺整備をすることになり、そちらの事業が優先になったわけですよね。ですから、こちらの公約は時期を見ていつするのか、まだ明確には示していませんけれども、なぜこの公約よりも、公約されていない大池公園周辺整備事業が優先されたのか、まずその点をお伺いいたします。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）紙に書いていたかどうかということで公約になかったというふうに答えましたが、議員時代にもあそこの開発のことはずっと申し上げておりましたし、当然高速道路ができて、ここが中心になるということは皆さんも御承知のとおりと思って、あえて書いていなかったということでございます。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）考え方はそれはあると思います。ですから、自分の考え方を公約の中に全部書くかどうか、それはわかりませんよ。しかし、その４年間の中でこれとこれはしますということは公約ですからね。ですから、あなたがこの事業を５年後にするんであれば、次期立候補するときには公約にすればいいんですよね。この４年間のところにそれがなかったわけでしょう。ですから、なぜこれが急に入ってきたのかということをお尋ねしているんです。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）今ここにその公約があるわけでございますけれども、これを見ていただくと、東九州自動車道開通に向けてということと、しっかりとインター、ＰＡを載せていますし、東九州道開通に向けて企業誘致、住環境の整備に取り組みますといった表記はしていると思いますので、当然それは入っているものと思っております。

○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）先ほどは公約になかった、今は入っているというね。ですから、あなたの公約は私も持っていますけれども、どの程度考えてやったのか、疑いますよ。まずその点を言っておきます。公約になかったことを急にやったことを、公約になかったことと言われたわけですからね。公約になかったことを、急にこういう大型事業をやるということで考えを示したわけですから。なぜ、町長の公約の中の高齢者の福祉の問題が後回しになったのか、その点について伺っているわけです。どういう理由で、そういう公約を後回しにして、大池公園を優先するようになったか。具体的にお答えください。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）これは見解の相違だと思いますが、私は言葉ではっきり大池公園というのを出しておりませんけれども、高速道路周辺ということで例に挙げていますので、これは私の中では公約のつもりだったということでございます。あえて言いますと見解の相違ということでございます。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）先ほどははっきり、お尋ねしたときには公約にはないと、公約にはなかったと。しかし、考えは持っていたということでしたよね。しかし、あなたが議員時代にそういう考えを持っていたと。あそこが玄関口になるということは、それは私も聞いたことはあります。ですから、それはそうでしょう。しかし、この４年間の中にこういう公約を掲げて立候補したのかということでは、そうではなかったということですよね。ですから、何でこれが優先になったのかということをお尋ねしているんですよ。もともとあなたにそういう考えがあったということは、私も承知しております。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）ですから、それがあくまで中心になって、これらの教育、農業、福祉、環境につながるというふうに説明はしてきたつもりでございます。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）ですから、農業とか福祉とかそれを向上させるということは、私はいいと思うんですよ。当然そのために出ているんですからね、あなたも私も。しかし、なぜそれに直接行く前に、何でこの大池公園の周辺開発を通って、それから農業とか医療とか教育とか福祉のほうに行かなければいけないのか。なぜここの大池公園というステップを踏まなければいけないのかということが私はわからないんですよ、その意味が。その点、ちゃんと説明してください。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）何度も申し上げておりますけれども、九州一輝く町に向けて、この公約を出しているわけでございまして、これを置き去りにしていっているわけではなくて、同時進行で並行してやっていると捉えていただきたいと思います。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）あなたね、同時進行と言うけれども、公約は後退させているんですよね。介護予防とか高齢者の在宅支援活動、これはいつやるかわからないんですよ。この事業があるから、そちらのほうが忙しくて手が回らないと、人的にも大変だということで何か後回しにしたような答弁を３月議会でやられているんですよね。そこら辺あたりを明確に答えないですからね。答えようとしないですし、時間がないですからこれ以上言いませんけれども、お考えがあったら、いつの時点でもいいから答えてください。
　それで、この構想の中で、雇用創出をどこで生むのかですよね。私は、３月議会だったか、その前の議会だったか、町民にとってどこにメリットがあるのかなというお尋ねをしたときに、副町長が雇用ということを答えましたよね。ゲストハウスとか民間店舗とかこういうところで雇用が生まれるというお考えでしょうけれども、私は大池公園のところに店舗を建てることについて、冬とかお客さんが来るのかなと思うんですよね。そうした場合には、年がら年じゅう雇用が確保できるのかなと思うんですが、その点について、雇用については年間を通してやられるのかどうか、それから雇用形態についてお伺いいたします。
○議長（安元慶彦君）交流課長。
○開発交流推進課長（岡崎　浩君）現在、構想段階であるという部分で、雇用については先ほどお答えいたしましたとおり、エリアへの直接雇用と、それから関連して進めていきます農産物のブランド化等の総合支援を考えていますというお答えをしました。雇用形態がどうだ、何だかんだという部分につきましては、再度細やかな商業施設等の立地が固まった段階とか、そういう部分なり基本計画の先の進めた段階で雇用形態が固まると考えておりますので、今お答えできるのは直接的雇用と農産物のブランド化等による総合支援を雇用の見込みと捉えておりますということでございます。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）ざっとお聞きしたんですが、こういう大型事業をやるのに一部の人だけの検討で、住民に対してもそのメリットを十分に示せない、雇用についてもちゃんとした雇用ができるのかどうか、正規雇用なのか臨時的な雇用なのかこれもはっきり示せない。計画はまだよく練り上げられていないときに、何でこういうことをスタートするのかよね。大平楽をスタートさせるときにも、２０億円はかかっていないと思いますけれども、用地買収まで含めて、これも当時大型事業でしたが、議員も含めて住民も含めて十分検討した中で、実施するか実施しないか最後の決断をやって実施に踏み切ったわけですよね。これはこういう程度で、まだ住民にも十分説明できないまま進んでいるわけですよね、議会も議決して。事業を中断して、もっと慎重に考えるお考えはないですか。
　それから、ここは私は失敗すると思います、はっきり言って。なぜかというと、高速道路というのは通過点ですよね。だから、お客さんがそこに立ちどまらないんですよ。せいぜい立ちどまっても、トイレとコーヒーを飲むぐらいで、目的地に行きますからね。そこに投資をしても、そこに落ちるものは何もないと思うんですよ。その点についてどのようなお考えを持っているんですか。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）あの公園ですけれども、基本的には町民が癒される最高の森を、有名な部分で整備しようと考えております。そこに超一流の民間の力を投入して、人・物・金を安定していこうと考えているわけです。その後、住宅地その他に広がっていくのではないだろうかと思っています。

　何を基準に人を呼ぶのか、これはプロが考えることであって、そのプロを我々はトップセールスを初め、誘致するような動きをしているわけです。例えば大手コーヒーメーカーの数値によりますと、そこが入ってくるということになれば、必ず１億円以上は売るわけですね。３０万人以上が入ってくると。例えば大手コンビニエンスストアであれば、年間２億円前後が損益分岐点になるということで、そこも１日５０万円から６０万円の売り上げで年間３０万人以上が集客できなければ運営できないと。プロはそれだけの市場調査を行って、そこに入ってくるわけですから、そういうところが入ってくれば収益も集客も安定すると考えているところでございます。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）市場調査といいますけれども、大平楽をつくる場合も市場調査をいたしましたよ。結果としては、当初予想以上来たんですよね。ですから、お尋ねしますけれども、ここは市場調査をやっているんですか。例えば高速道路を通るときに、通行量が１日９,０００台ということをお聞きしました。そうした場合に、その何％がパーキングエリアに寄り、その何％が大池公園の中に入って散策していただくとか物を買っていただくとか、そういう市場調査を行ったんですか。
○議長（安元慶彦君）開発交流推進課長。
○開発交流推進課長（岡崎　浩君）その辺は、先ほど来御説明いたしておりますとおり、本年度きっちりと基本計画の中で検討してまいりますというところと、温泉館の部分で言いますと、最終的な事業の運営計画あたりをまとめられた部分と建設時期はほぼ並行していると認識しているところで、そんなに３年も４年も前からそこまでのものがあったとは認識していないところでございます。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）いろいろとお聞きすることはあるんですけれども、今の段階で聞いても、当時大平楽をするよりもずさんな計画ですよ。市場調査もしていないんでしょう。大手の企業を呼ぶということですが、来てくれるかくれんか、それはわかりませんけれどが、企業が来て、これはだめだということで資本力で別な方向で自分たちの企業に有利なほうでやって、そこの利益が企業のためになる場合があったとしても、住民のためにはなりませんよ。その具体的なことを何も示していないですから。
　それから、人道橋についても、あの中央は、何といいますかね、全体のシンボルだと言いましたよね。あの人道橋を渡ってどうこうするとかということではなくて、シンボルだと。アクセントといいますか、飾りですよね。構想ではそこに何億かけるんですかね。
○議長（安元慶彦君）開発交流推進課長。
○開発交流推進課長（岡崎　浩君）概算事業費では２億４,０００万円ほど上がっておりますけれども、先ほど来、概算事業費についても申し上げましたとおり、今後基本計画の中で詳細に検討してまいりますという部分と、費用対効果等も今後十分練ってまいりますので、そこら辺は十分検討の余地があると考えております。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）一つのアクセサリーに数億をかけるわけですからね。これは概算中の概算でしょうけれども、億単位の金をかけるんですよね、そういうところに。それが住民のためになるかならないか、まだはっきりわからない。大手企業を呼ぶということは町長のほうから言いました。大手企業は資本力がありますから、それを勘定して自分の会社に利益になる方向になるとすれば来てくれるでしょう。ならなければ来てくれないと思います。
　今後、私も議論していきますけれども、これは見直し、中止も含めて十分検討する必要があると思います。それで、一つの私の考え方、提案で、これをやれということじゃないんですけれども、一体が交流レクレーションゾーンですよね。そうした場合に、今体育館がありますよね、健康増進センターがね、体育館がありますよね。これも古いし、建てかえ時期にも来ていると思うんで、建てかえるときに普通の体育館ではなくて、全日本クラスのバレーの選手が来たり、卓球が来たり、そういうクラスの体育館を建てて選手に来てもらう、合宿も青年の家があるし、そういうのを活用してやっていただくことによって、この周辺に人が来てくれる、交流が活発になる、また近くの学校ではバレーが強いし、そういうのも含めて検討してはどうですか、町長。私はそちらのほうがよほど町のためにはメリットになると思うんですが。テニスも今強いし、テニスコートもあるし、土地もありますからね。そういう面で、金はまだ幾らかかるか、それは私もわかりませんけれども、考え方としてどうですか。そういう方法もあると思うんですよ。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）体育館につきましては町内に二つありますし、それを一つにまとめるのかどうするのかということは、今後十分に検討してまいりたいと思います。それにしても、まずは人口がふえていかなければ体育館も要らなくなるのではないかと考えますので、まずはこの大池公園周辺をモデル地区として、人に住んでもらうというところに持っていくべきだろうと思っています。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）人が住むようにするためには子育て支援をする、それから、この町に住めば将来安心だということで高齢者対策をする、この両面をやることによって人は安心して住んでくれると思います。ここに直接公金を投入すればいいだけであって、その前に大池公園を整備してそれからやるという理論は成り立たないと思うんですよ。何で高齢者や子供の支援をする前に大池公園に力を入れなければならないのかということでお尋ねしたんですが、答弁できないでしょう。ただ、そういうことを言うだけであって。そのプロセスがはっきりしているんであれば、再度お尋ねしますから答えてください。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）大池公園ですけれども、私も毎日あそこに必ず１回行くわけですが、やはり高齢者も朝から健康のために歩く方がふえておりますし、子供たちも徐々に利用していただいていると思っています。これからもっともっと、それを朝から晩までにぎわせていきたいなと考えているところでございます。先ほどの高齢者の件に関しましては、そういうところを歩くことによって非常にまた元気になるんだろうとも考えているところでございます。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）散歩は遊歩道がありますからね。きちんと木の葉を片づけたり、ちゃんと清掃すれば気持ちよく歩けるところであります。池もいいし景色もいいですね。ですから、そういう程度で私は済むと思います。わざわざ２６億円も３２億円もかける必要はないと思います。
　次に、国保税の問題に行きます。これは新制度になって、この実施主体が県に移行するんですけれども、標準の保険料は決められますよね、県のほうから決められますが、それでも町はそれよりも低い保険料を設定できますから、最終的に町が決めた保険料で徴収すると思うんですけれども、今課長は国保税を新制度になると引き上げるということを明確に申しました。新たに国が財政支援をするということは、全国の県知事会でもかなり紛糾して、いろいろと議論になって国が金を出すということになったので、その金を活用すれば１,７００億円で５００万円超と言いましたよね。３,４００億円なら１,０００万円来るんですよね。１,０００万円近くね。予想ですけどね。そうした場合に、国保世帯は幾らあるんですかね。大体国保世帯を平均１万円引き下げる財源は来るんじゃないですか。どうですか。

○議長（安元慶彦君）長寿福祉課長。

○長寿福祉課長（末松克美君）そのとおりです。３,４００億円、２９年度からなんですが、その場合は１万円ぐらいになろうかと。２７年度から投入されます１,７００億円につきましてはその半分、約５,０００円ぐらいになるんじゃないかと思います。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）その国から来る財政支援というのは、国保税の引き下げにも回していいわけでしょう。別に制約はないわけでしょう。今の考えだと、町は法定外繰り入れをしていますよね、法定内繰り入れと法定外繰り入れをしていますね。法定外繰り入れというのをすることによって、保険料を引き下げるわけですね。今３,０００万円ぐらいしていますよね。ですから、この法定外繰り入れの額３,０００万円を、２,０００万円ぐらいにしたいから国保税を引き下げるということを言われているわけでしょう。どうですか。
○議長（安元慶彦君）長寿福祉課長。

○長寿福祉課長（末松克美君）確かに、国が１,７００億円それから３,４００億円投入するというのは、そういった法定外繰り入れが多いからということで投入すると思います。ただ、うちの医療費は、本来保険というのはその中でするのが本当と思いますが、国保、低所得者が多いとかいろいろな問題があって法定外繰り入れをしているわけなんですが。

　参考までに申しますと、上毛町は２１年度が６０市町村中６位、２２年度が３位、２３年度が５位、２４年度が１１位、２６年度が４位ということで、医療費が物すごく上がっております。先ほど申し上げましたが、医療費が上がれば当然率を上げなければならないところなんですが、２０年度から据え置きにしているということで、今後引き上げざるを得ないという状況になっていると思います。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）医療費が幾らとか聞いているんじゃないんですよね。問うたことに答えてくださいよ。それは、あなたたちは一生懸命国保のためにしていることはわかります。それは苦労していることはわかります。これは国の施策が悪いから、みんなに負担がかかっているのであってね。
　しかし、国から１,０００万円来るわけですよね、２９年度に１,０００万円近く来るわけですよ。そうした場合に、今法定外繰り入れを３,０００万円していますよね。それを１,０００万円が来ることによって、町は３,０００万円を２,０００万円にしたい。そこに金を使いたいから国保税を引き下げられませんよと言っているだけでしょう。別に国保税の引き下げに使ってもいいわけでしょう。どこに使うかはそれは政治的な判断で町長が考えるだけであって、だから私は引き下げに使えと言っているんですが、引き下げに使えない制約はないでしょう。どうですか。
○議長（安元慶彦君）長寿福祉課長。

○長寿福祉課長（末松克美君）普通に考えれば使えないことはないかと思いますが、目的がそういった法定外繰り入れをなくそうということでしているので、今言った１,０００万円あれば３,０００万円のところを２,０００万円にすると、大体そうなるんじゃないかと思います。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）国はできるだけ法定外繰り入れをするなということで金を出しているから、国の言うことを聞けということで言っているだけであって。しかし、国保税の引き下げに使えるわけですからね。国保税の引き下げに使おうとしている自治体もあるということを申し上げておきます。今後議論をしていきたいと思います。１,０００万円程度来るということですから、１世帯１万円を引き下げる可能性は十分にあるということで、その点ははっきりしましたので、今後議論していきます。
　介護保険料の問題ですが、この負担軽減、これは県レベルでしていますから、うちが条例で介護保険どうこうはできませんけれども、負担軽減は何らかの理由ですることはできると思うんですよね。そうした場合に、軽減した分は広域連合の介護保険連合に入りませんから、その介護保険連合に算出する分については、町が拠出金として介護保険広域連合に負担すれば、私は町独自の負担軽減は可能だと思いますが、そうではないんですか。もし拠出金に対して制約があるのであれば、その理由を言ってください。

○議長（安元慶彦君）長寿福祉課長。

○長寿福祉課長（末松克美君）先ほど私が申し上げた軽減の関係につきましては、政令により制度化された仕組みでございます。それ以外の独自補塡はできないとなっております。
　以上です。

○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）それは制度化されたのであれば、法的根拠を示していただきたいと思うんですよ。広域連合がそういうことを言っているだけなのか、それとも、拠出金としてできないのであれば、できないという法的根拠があると思うんですよ。町独自で負担軽減して、広域連合に迷惑をかけるからその迷惑をかけた分、１,０００万円かけたなら１,０００万円私のほうから払いましょうと、こういう形で拠出金として出しましょうと。それができないのであれば、できない法的根拠があるはずですよ。
○議長（安元慶彦君）長寿福祉課長。

○長寿福祉課長（末松克美君）老健局の介護保険計画から出された資料でございます。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）計画から出された資料であって、それは介護保険連合が勝手に言っているだけであって、法的根拠を示していないんでしょう。そうでしょう。
○議長（安元慶彦君）長寿福祉課長。

○長寿福祉課長（末松克美君）介護保険法の１２４条、これが政令で定めるところでございます。これによって、先ほど私が申し上げましたが、国費が半分、そのうちの４分の１を町が負担となっておりますので、法といえば介護保険法の１２４条の２ということでございます。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）それは介護保険料を決めるための法規約だと思います。ですから、結果をみれば拠出金を納めて保険料を引き下げるという、それを制約される根拠はないと私は今の説明では受け取っています。これもまた今後議論していきましょう。ちょっと時間がないのでね。
　第２子からの保育料ですが、町長は子育て支援について考えているわけですけれども、２子からの無料はできないということは言われましたよね。それよりも全体的な、全児童、園児を対象にした負担軽減のほうがいいということで、国の示す基準よりもさらに引き下げる考え方もあるということを示しました。子育て支援を本当に考えていくのであれば、いろいろ子育て支援の経費、費用はかかりますけれども、保育料もその一つで大きな負担を占めていますから、町長が言われるように国の基準よりもさらに負担を低くするということで検討されていく考えがあるんじゃないですか。そちらのほうで検討していただけないでしょうか。しなければ、２子からの保育料を無料にしていただきたいんですが。どうですか、町長の考えを伺います。

○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）第２子の保育料無料ということでございますが、けさの西日本新聞では、子供の医療費助成が過熱化しているということで、財政のやりくりにも頭を痛めているというような記事が載っておりました。無料にしたいのはやまやまではございますが、財源、その辺を十分シミュレーションしながら担当課と協議してまいりたいと考えています。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）財源の問題と言いますけれども、二十何億も三十何億も使おうかというのは、だから、そこに使わなくて、ここに使えばいいじゃないですかと言っているんですよ。そういう大池公園に使う金があれば、ここに子育て支援として保育料を、負担軽減のためになぜ使えないのかと言っている。保育料負担軽減するために、何でまずステップとして大池公園の整備をする必要があるのかなと言っているんです。答えられないでしょう。こちらに使えばいいじゃないですか。なぜこちらに使わないんですか。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）ですから、総合的に判断したいということが一つ、そして、大池公園の整備につきましては、将来的なビジョンで人口をふやしていくと。そして、収支計画を含めて今から提出するわけですから、まだ今の段階でどうのこうのと、金額についてもまだ示しておりませんので、今後の問題だと思っております。

○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）では、何らかの負担軽減をすると、保育料の負担軽減をするという考えはお持ちなんですね、検討すると言いましたから。今後何らかの負担軽減をしていくというお考えはお持ちで、担当課と協議するということですね。そのように私はとったんですが。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）いや、ですから、子供にとって何がいいのか、負担軽減も含めて、いろいろなサービスの中で十分協議してまりいたいと思っております。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）ですから、今回は医療の負担軽減は言っていません、かなり前進しましたからね。上毛町もかなり前進しましたから言いませんけれども、しかし私も何度も何度も言って、これは実現したんですよね。保育料についてもそうですよ、子育て支援の大きな負担の部分ですから。町も財源的には基金もたくさんあるし、二十何億も使おうかという財政的な余力もあるんでしょう。ですから、そこに使って、１,０００万ぐらいの金はどこからでも出ると思うんですよ。そのぐらいの予算措置をしてやる考えはないですか。担当課長にそのぐらいの命令をしてもいいんじゃないですか。
○議長（安元慶彦君）子ども未来課長。
○子ども未来課長（垂水英治君）すみません、２子無料化ということに対する考え方ですが、町長も申されましたように、一応入園させる保護者同士の公平感というものも視点としては十分あろうかと思います。そういったところも踏まえて、保育料というのをさらに改善する方向で検討していくという状況ではないかと考えております。
　以上です。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）改善する方向で検討するということで、町長もいいですね、それで。
　それで、次に、年少扶養控除の問題に行きます。

　年少扶養控除を算定すると上がる方もおられるということでありましたけれども、行橋なんかは、きちんと年少扶養控除のもとで負担軽減をやっていると思うんですよね。そういう自治体もあるということだけ言っておきます。
　あと、ビール館の問題について言います。

　これは、あそこのビール館は売買契約をされていたんですか。初めて聞きました。

○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）はい、売買契約がされておりました。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）買ったほうも買ったほうですが、売ったほうも売ったほうですよね。これは誰が売ったんですか。このときの売買契約、相手方の代表者とビューゼンブルワリーの代表者、わかりますか。

　これは、公有地の上に建ってあるのを勝手に売買契約するなんて非常識ですよ。これは調査特別委員会をつくってでもやらないといかんような問題ですよね。どうされているんですか。やっぱり買った方はそういうことを知らなかったんですか。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）話の中では余り御確認されていなかったようなお話は聞いております。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員。
○１０番（茂呂孝志君）そういう方は、売った方が悪いと思うでしょうね。これを売りつけたほうが悪いと思うんです。今後どのようにこれを調査していくか、またみんなと検討していきたいと思います。
　もう時間もありませんので、これで一般質問を終わります。
○議長（安元慶彦君）茂呂議員の質問が終わりました。
　ここで１０分間の休憩をいたします。暫時休憩します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　休憩　午後　３時０８分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再開　午後　３時１９分
○議長（安元慶彦君）休憩を解き、休憩前に引き続いて、会議を再開します。

　７番　岩花議員、登壇ください。

　岩花議員。

○１番（岩花寛之君）皆さん、改めまして、こんにちは。議員番号１番、岩花寛之です。きょうもよろしくお願いいたします。
　今回、私のほうは、１番目、行政サービスの利便性の向上について、２番、道路交通法の改正について、３番、福岡ひびき信用金庫宇野支店の廃店について、４番、議会説明資料の充実についてということで、４点８項目について御質問させていただきたいと思います。

　前段の３項は住民の皆様の満足度の向上、それから選択される町へということで、私の選挙のほうで言わせていただいたことについての質問で、４番目の議会の説明会の資料の充実については、今後の議会の運営等々についての質問にしたいと思います。
　詳しくは自席で話したいと思います。よろしくお願いいたします。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）では、まず１点目ですね。行政サービスの利便性の向上について質問させていただきたいと思います。今回、行政サービスの利便性ということで３点質問させていただきたいと思います。
　まず１点目、マイナンバー制度の導入による行政サービスの向上について御質問させていただきたいと思います。

　今回、２０１５年１０月以降マイナンバー制度が施行されまして、いよいよ１月から開始が予定されております。その制度につきましては、いろいろな問題点であったりとか、メリット、デメリットあろうかと思いますけれども、今回、私のほうではメリット、つまり住民の皆様がより便利に、整備が進んでいますので、実際にその恩恵を最大限に受けられるように取り組んでいただきたいと思いまして、御質問をさせていただきたいと思います。
　まず、住民票を有する人に一人一つの番号が振られるわけですけれども、不正防止による公正な社会の実現、それから添付書類の削減、手続の簡素化、国民負担の軽減、自分の情報の確認、行政サービスのお知らせ等の国民の生活性の向上、それから、情報照合等の時間・労力削減等による行政の効率化が図られようかと思います。その中でマイナンバー制度の一番のメリットとしては、今まで窓口に行かないといけなかったことが、例えばコンビニエンスストアであったりとか、そういったところで住民票等々がとれるようになるということで、実際動きが出ております。今、現段階でも９０市町村がその導入にもう手を挙げているということですけれども、現段階での本町の取り組み等についてお伺いできればと思います。よろしくお願いいたします。

○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）マイナンバー制度の導入と関連した取り組みはということでございます。この制度につきましては全庁的に各課にわたりますので、私のほうから総括的な説明ということでさせていただきます。
　まず、マイナンバー制度、いわゆる社会保障・税番号制度につきましては、本年１０月５日から個人への番号の通知が始まり、平成２８年１月１日より個人番号の利用が開始されるところでございます。マイナンバー制度の個人番号の利用範囲は、原則番号法に規定されております社会保障、それから税、それから災害分野に限定されておりますが、行政サービスの向上について言えば、利用範囲である社会保障・税に係る行政手続ということで、保育所の入所申請、それから児童手当の申請等におきまして、添付書類として住民票あるいは所得証明等が不要になるということが行政サービスの向上につながると考えているところでございます。
　また、国におきましては、マイナンバー制度の導入により、行政を効率化して人員や財源を国民サービスに振り向けられること、また、所得のより正確な捕捉によりまして、きめ細やかな新しい社会保障制度が設計できること等が、ひいては行政サービスの向上につながると考えているところでございます。
　また、希望者には個人番号カードの取得ができます。この顔写真つきのカードにはマイナンバーや氏名、それから住所、生年月日が載っておりまして、これらの情報を記録いたしましたＩＣチップにつきましても、身分証明書として活用ができるということでございます。また、各自治体が条例を定めれば、ＩＣチップの空き領域を使いまして、これは例でございますが、図書館カードなどの機能もつけ加えることが可能になるということでございます。
　これは全般的な答弁でございます。詳細は各課のほうから答弁させていただきます。
○議長（安元慶彦君）住民課長。
○住民課長（佐矢野　靖君）住民課のほうから、個人番号カードの件について御説明させていただきます。
　先ほど総務課長からありましたように、地方公共団体情報システム機構、これはＪ－ＬＩＳといいますが、そちらのほうから１０月５日以降、各個人に通知されます。そして、その個人番号カードが必要な方は１月以降申請をしてという形になりますが、そのカードがあれば身分証明書そして電子証明書という形になります。ただ、電子証明書となると、先ほど議員さんがおっしゃったように、コンビニ交付サービスもそのまま使えるようになります。

　コンビニ交付サービスになりますと、確かにメリットとしては住民の利便性が向上したり、窓口業務の負担軽減、さらに、これは大きい団体になるわけでしょうけど、人件費が軽減されていくというメリットが出ております。
　そして、デメリットといたしましては、導入コストですね。住民票の写しと印鑑登録証明書の２種類だけと考えましても、例えば既存システムの改修費、それから証明書発行サーバの構築費、そして証明書交付センターへの接続費ということで、大体これは平均として２,１００万円ぐらいかかるだろうと言われております。さらに、それのランニングコストですが、証明書発行サーバの保守費、それから証明書交付センターの運営負担金が１００万円単位でかかるだろうと言われております。あと、コンビニ等の事業者への委託手数料が１通当たり１２３円と言われております。ですから、ランニングコストからいくと毎年数百万円だろうと今考えております。
　そして、導入予定団体といたしましては、先ほど議員さんがおっしゃったように、今現在で９７団体ですね。それで、平成３０年度をめどにしているのが２８０団体ぐらい、今予定されている団体があるということです。
　以上です。

○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）ありがとうございます。そういうところで、やはりコストが非常にかかるというところは十分わかるんですけれども、やはり上毛町に就労されていらっしゃる方を考えますと、ほとんどが市外に行かれている方じゃなかろうかなと思います。私も仕事をしておりますと、自由な時間というのがどうしても制限されますので、その中で住民票であったりとか印鑑証明であったりとか、もろもろの申請、その取得に役場まで行ってというところがですね。また、あとは時間的なところですね。どうしても５時まで、今５時半ですかね、となりますと、そういったところが非常に不便だなと感じるところがありました。そのあたりは、コンビニエンスストアでとれるようになりますと非常に便利だなとは思っておるんですけれども、そこはやはり費用対効果のところもありますので、十分検討してから導入を検討していただきたいと思っております。
　次になるんですけれども、そのような費用がマイナンバーですとかかろうかと思うんですけれども、その次の２番で、土日祝日、夜間の開庁というのは、人件費もかかろうことかと思うんですけれども、そういったサービスというのを今後検討していないかどうかというところをお聞かせいただけませんでしょうか。

○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）時間外受付、それから土曜、日曜、祝祭日、夜間の開庁ということでございますが、行政サービスの観点から、土日祝日、夜間等の開庁は、町民サイドから見れば利便性が非常に大きくなりますが、先ほども申しましたように経費的な面、費用対効果に視点を当てれば、財政的、人的な負担が大きくなります。今までの対応では５時１５分過ぎの時間外、それから休日等におきましても担当職員が在庁していれば来客対応は可能でございます。また、事前に町民と担当の職員が来庁予定時間等の調整できれば、当然私どもは対応しております。

　なお、土日等の休日受付、死亡届とか結婚届等々におきましては、休日及び時間外でも役場の宿直の警備員、また担当職員が出勤をして、現在も対応しているところでございます。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）その中で、役場の行政サービスとしてあるのが申請の受付ですね。それからそういった住民票等々の取得、それと相談というところもあろうかと思うんですね。私も職員の皆さんが本当に土日に、例えば大平楽であったりとか、道の駅であったりというところで、非常に出られていらっしゃるところを見かけるんですけれども、そういった中で、定期的というわけにはいかないかもしれませんけれども、半期に１回、四半期に１回ぐらい、出張の行政相談窓口じゃないんですが、そういったところが何かしらできるといいなと思っているんですけれども、そういったお考えはありませんでしょうか。

○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）うちのほうも住民への対応ということで、先ほども接遇の問題もございましたが、町民から時間外、要するに土日でも相談があるということになれば職員が出勤して、対応はできる限りしていきたいと考えておりますし、今までもしておりますので、なおさら今後前向きに検討していきたいと考えています。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）もちろん、やるべきことをやっていないということではないので、それ以上のことを求めるというところになるんですけれども、ほかの自治体よりも一歩進んだ、きらりと光るというか、そういうサービスがあって九州一輝く町づくりに貢献していただきたいなと思っております。
　次に、その他の利便性の向上施策というところで、マイナンバー制もそうなんですけれども、今まで行政というのはどうしても待ちのスタイルだったと思うんですが、これからはプッシュ式、つまり、行政のほうから住民に対してこういうことがありますよということで、マイナンバー制を用いていろいろな情報が入りますので、そういった時期になったり、そういう対象者になれば、そういった方たちにお知らせするというマイページも開かれるという形になっております。そういった対応をぜひきちんとしていただきたいなと思っておるんですけれども、そういった御検討はされていらっしゃいますでしょうか。

○議長（安元慶彦君）答弁は。総務課長。
○総務課長（川口　彰君）今後、今から制度が確立していきますので、先ほど言いましたように、カードの中に民間が入る、活用することもできますので、そこら辺は前向きに検討していきたいと考えております。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）ありがとうございます。そういう制度というか、そうではなくて、例えば広報というところで、ホームページであったりとかＳＮＳ、また町にはありませんけれども、フェイスブックページ等の開設等していただければありがたいなと思っております。
○議長（安元慶彦君）岩花議員、もう少しマイクにくっついてください。
○１番（岩花寛之君）はい。次の質問に移りたいと思います。

　道路交通法の改正についてということで、今般６月１日から、１４歳以上、要は中学３年生に関しても、違反を繰り返す自転車の運転者に安全運転を行わせるために、講習の義務化、それからその講習を受けなければ５万円以下の罰金が科せられるようになっております。そうしたことで、中学校としての啓蒙活動についてお伺いできたらと思います。
○議長（安元慶彦君）教育長。
○教育長（百留隆男君）道路交通法改正が６月１日からなされました。特にポイントは、悪質な自転車の運転手に対する罰則が規定されたわけです。その罰則は、１４項目の危険行為を３年間に２回摘発されたら、その運転をしている人は講習を受けなければならないというのが主なポイントでございます。３年に、１４項目の違反の中の二つ以上をしたら講習を受けると。
　中学校はどうしているのかという問い合わせでございます。１４歳以上ということは中学校３年生です。中学校の校長が５月２８日の講習会で聞いてすぐ、校長がいつも出しております「Just give it a try」やってみようという学校新聞に早速書きました。中学校は全員が自転車通学ですから、交通法が新しくなろうがなるまいが、自転車通学の正しい仕方は、今までずっと、１年間に１回講習しています、なかなか守れませんけど。それを守るように、さらに追い打ちをかけた形で通信を出して、家庭と学校に道路交通法が変わったと、より規則が厳しくなったということで出しております。
　しかしながら、学校ではもともと自転車通学生に対して、これは処分でも処罰でもありませんが、違反行為を一回でも先生に見つかったら、教育的配慮で３日間自転車通学禁止という措置を今とっております。これはあくまで教育的配慮であって、処分でも処罰でも罰則でもありません。教育的配慮で、いずれは立ち直るのを待ってさせるわけですが、そういう取り組みを現在しておりますので、一応といいますか、徹底することを望みますが、各家庭の保護者に対しても、もちろん生徒に対しても、交通法遵守は呼びかけているところでございます。

　以上です。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）中学生で適用されるのが、スマホをしながらの運転ですね。それから音楽を聞きながらの運転も、今回の罰則規定になっておろうかと思います。私も中津を通ると、宮永の警察署のところでよく捕まっているのを実は見るんですよ。それで、上毛町の中学校の皆さんも、捕まる捕まらないというのは別にして、やはり危険行為ですので、しっかりと今後も啓蒙活動をしていただければと思います。
　次の質問に移りたいと思います。

　３番、福岡ひびき信用金庫宇野支店の廃店についてということで、１番の廃店の経緯とこれまでの行政としての取り組みはについては、先ほど廣﨑議員の質問で十分説明がありましたので割愛させていただきたいと思います。私のほうとしては、廃店に実際なったときの対応というところで御質問させていただきたいと思っております。

　まず、退店、撤退というのが、恐らく６月２６日というのが最終の締めということで、そちらで何かしらの会議なり発表があるんじゃなかろうかなと思っておるんですけれども、それが実際にあってからの行動になるのかどうなのかというところなんですが、その銀行がなくなるということは、個人よりも恐らく法人様のほうが非常に不便になろうかと思います。そうなったときの対応というのは、商工会と十分協議していただきたいとも思いますし、実際なくなった後の跡地の利用、それからその跡地に対して、銀行であれば一番いいんですけれども、そういった企業誘致、そういったところをぜひしていただきたいなと思っております。

　まだ決まっていない段階からどうこうするということは、不謹慎ということもないですけれども、あれかと思いますけれども、６月に決定して、９月までありますので、できることであれば、その９月、１０月、また年明けすぐにでも、そういった企業が入ってこられるように働きかけをしていただきたいと思っているんですが、今のところ町として、廃店後の対応というのは何か考えていらっしゃいますでしょうか。

○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）６月２６日の総代会で決定いたしますので、私どもとしては今のところ余り答弁として言っていいかどうかというのはわかりませんが、廃店となった場合の対応ということで、これは信金側の対応と町の対応があろうかと思います。

　信金からの対応につきましては、これはわかりませんけれども、ＡＴＭの設置、あるいは上毛町で今まで担当していました行員が、仮に豊前のほうに行けばその分が増員という配置等も考えられますが、これはあくまでも信金サイドの対応でありまして、どうなるかというのはわかりません。
　また、町としての対応は、もし廃店となれば信金側の対応を見据えて、私どもは整理をして方策を練らなければならないのかなと思っております。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）現段階でわかっていれば教えていただきたいんですけれども、まず建物というのはひびきさんの自社の建物でいらっしゃいますでしょうか。それと、現段階でＡＴＭの存続というのは決まっているのでしょうか、どうでしょうか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）建物、要するに固定資産等につきましては、申しわけありません、多分、土地から建物は信金さんではなかろうかと思っております。

　それから、ＡＴＭの関係ですが、これを言うと残らないのではないかと思われるかもわかりませんが、交渉、要するに要望した段階では、撤退となればＡＴＭにつきましては、信金サイドはいろいろ議論いたしましたが、結論から言いますと、集客ができる場、ずばり言いますと三光のイオンに豊和銀行と大分みらい銀行のＡＴＭがありますので、そこに一緒にしたいということがありました。これはあくまでもその時点での仮定でございますので、６月２６日にならなければわからないというところです。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）ということは、建物自体が何も使用ということがなくなるということになろうかと思います。先ほど廣﨑議員の答弁の中でもありましたけれども、吉富町の大分みらいが廃店した後、私の知り合いが中津から企業を吉富に移しています。堅丈な建物ですし、大きな金庫もありますので、ぜひとも有効活用できるような企業さんを誘致していただければなと思いますけれども、町長から一言お願いします。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）私どもとしては銀行を何とか存続させたいという思いはありますし、何といっても住民のために、今仮定の話ですけれども、もしそのような撤退ということになれば、またほかの銀行にアプローチをかけていくことも考えていかなければならんとも思っております。ただ、今の信金さんに関しましては、やはり信金さんの中でいろいろな思いがあるみたいで、よその銀行ということにはならないようなことを言われておりました。

　以上です。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）企業ですので、退店、廃店に関しては、その地域のというよりも、会社というか銀行さんの売り上げ等々が十分考えられるところかと思いますので、こちらとしてもどうしようもないというところもあろうかと思いますけれども、実際そういう話も現状で出ておりますし、６月の話があり、それから９月に実際の廃店となるまでに、ぜひ町と商工会と住民の皆さん、企業の皆さんとスクラムを組んでいただいて、今後の対応をしていただければと思っております。
　次に行きたいと思います。

　４番、議会の説明資料の充実ということで、１番目、今年度予定されている大規模な公共建築物の補修・改修等の計画がありましたら教えてください。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）今年度予定されている大規模公共建築の補修・改修計画はということでございますが、これにつきましては当初予算で可決をいただきました各小学校・中学校の体育館の非構造部材の改修工事、それから、げんきの杜の屋上の防水工事、それから大平保育所の増築工事等でございます。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）その中で、体育館と保育園というのは、体育館のほうは国の施策によるものだと思いますし、保育園というのは町の施策によるものかと思いますけれども、げんきの杜さんの屋根の改修というのは、雨漏りか屋根が落ちたというところということで伺っておるんですけれども、間違いないでしょうか。
○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）げんきの杜の管理は教務課のほうが担当しておりますので、私のほうからお答えをさせていただきます。

　今回、げんきの杜の改修につきましては、議員さんが言われましたように雨漏りの修理でございます。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）げんきの杜は現状、済みません、勉強不足で申しわけないんですけれども、完成後、今何年でしょうか。
○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）施工年月日は平成１２年でございます。１５年経過しております。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）一般の住宅と比較するわけにはいかないかとも思うんですけれども、通常の雨漏りというか、どれほどのものだったのかというのはちょっと僕も把握できておりませんけれども、通常の家で１５年で雨漏りどんどんしましたよとかいったら、それはもうお客様からすごいクレームになるんじゃなかろうかと思うんです。そういったところで、当初の設計であったり、それからまた施工のチェック、そのあたりというのはどのようにされていらっしゃいましたでしょうか。
○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）建築当時におきましては十分そういったものも検査をしました。もちろん建設物でございますので、職員がというのはなかなか難しいところがございまして、専門の業者に委託をしまして確認をして竣工されております。

　今回雨漏りをしている部分は平屋根の部分でございまして、そこにはアスファルト系の防水シートが張られております。そのシートの保証期間が１０年ということになっておりまして、基本的にはああいったシート系のものを使いますと、それだけの年数で交換という部分が出てきますので、その辺も十分チェック、点検を入れながら管理をしていけばというところは多々あったかなとは思っております。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）おっしゃるとおりで、防水のシートというのは１０年から１５年で一度再塗装したほうがいいと思うんです。そうした中で、そういった計画がもともとされていたのかどうか教えてください。
○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）大変申しわけございませんが、そういった全体計画というものがどこまでされているかということでございますが、ある程度、今、指定管理の中で月に１回等の簡易的な点検はやっております。しかし、以前から漏っている部分もございますので、そういったしっかりした屋根に上った点検が当時からなされていたかというと、なかなかそうではなかった部分もあるようでございますので、今回しっかり原因を究明して、こういうことにならないような長くもつような形で、申しわけございませんが改修をさせていただきたいと思っております。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）公共施設は上毛町の中にもたくさんあるかと思うんですけれども、建物ですので、できたときが最高で、それから悪くなっていくというのは当然のことで、その中で改修計画というのもきちんと入れていただいたほうがいいと思います。

　最近よく言われるのは、公共施設のマネジメント白書、要は公共施設の老朽化度であったりとか、利用者や費用に関する情報、そういったところのカルテであったりとか、そういったところを今後上毛町としても整備をしていっていただいて。何かあって対処するとなると非常にお金がかかろうかと思うんですね。そうなる前に処置をするようであれば、その費用が半分であったり３分の２であったり、軽減されようかと思いますので、ぜひそういった建物のチェックというのを、多少お金がかかっても専門家にきちんと見ていただいたほうがいいと思いますけれども、いかがでしょうか。

○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）公共施設につきましては、今後国からの指示で、岩花議員御指摘のとおり今後の計画、要するに修繕したほうがいいかとか改修したほうがいいとかいう計画を立てろという指示が来ております。また、予算を今回公共施設の関係でお願いをしているところでございますので、そこらの計画等ができれば、今御指摘があった点の、いつ改修する、あるいは公共施設の統合とかそういうものも可能になろうかと思いますが、しばらく少し時間をいただきたいと思っております。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）本当に、国からも出ているというのも知っておりますので、またしっかりした計画等をつくっていただければと思っております。
　それに関連するんですけれども、そのような重大な補修工事であったりとか、今後起こり得るいろいろな重要政策、きょうも上毛パーキングエリアのことで非常に質問が多かったですけれども、そのことに対して、行政、町長側からというところで、ほかの議会では、北海道栗山町から始まった議会の基本条例等で、そのような執行部側からの提案というのを、きちんと項目をある程度整理して、論点を整理するようになっておろうかと思うんです。
　ちなみに、その中の案というか、今ほかのところでもあっているのが、政策の議会の審議における論点を整理して、その審議を深めるために次のような事項について議会側にきちんと説明をするということで、１番、政策の発生源であったり背景、２番目に提案に至るまでの経緯、それから３番目に、ほかの地方公共団体の類似する政策との比較検討、それから、市民参加実施の有無とその内容、５番目に総合振興計画、総合計画との整合性、６番目に財源処置、それから７番目に、将来にわたるコスト計算、こういったところというのが、今回の質問でも多々議員さんから出ておったと思うんですね。そういったところをきちんと事前の全員協議会であったり、そういった説明の中でしていただいておけば、このような質問も出ないんじゃなかろうかと思っているんです。

　そのような論点をきちんと整理して、今度は議員としてもそういった重要案件というのを審議した、それから決議をしたという審議の責任も出てこようかと思いますす、しっかり私たちも考えたいと思っておりますので、そういったところの資料の整理をしていただきたいと思っているんですけれども、いかがでしょうか。
○議長（安元慶彦君）総務課長。
○総務課長（川口　彰君）貴重な御意見ありがとうございます。御指摘のとおり、今後ある程度統一して説明等を行いたいと考えております。まず、うちの課長会等で検討させていただきまして、前向きに検討、提出するような方向づけでいきたいと思っております。
○議長（安元慶彦君）岩花議員。
○１番（岩花寛之君）ぜひ前向きに検討していただければと思います。
　以上で私の質問を終わります。ありがとうございました。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）先ほどのひびき信用金庫の件で１点答弁漏れがありましたので補足させていただきます。

　町側として何もしなかったということではなくて、そもそも６年前、４億数千万円の基金を徐々にふやしていって２１億というところまでは申し上げたんですが、それを今回３０億近くまで。幾らでしたら動かせるのかという議論を内部でしまして、３０億ぐらいまででしたらいけるだろうということで先方に申し出ましたけれども、それでは話にならないということでございましたので、報告させていただきます。
○議長（安元慶彦君）岩花議員の質問が終わりました。
　続いて、８番　荒牧議員、登壇ください。

　荒牧議員。
○４番（荒牧弘敏君）そうしたら、最後になります。８番、荒牧です。私からは、大きく３点の質問を行います。

　まず１点目に、町の基幹産業である農業振興について、２点目につきましては、東九州自動車道の開通に伴うスマートインターの活用で今後町の発展を大きく左右すると思う企業誘致について、３点目で、上毛中学校の太陽光発電についてです。

　詳細につきましては、自席にて行いますので、よろしくお願いいたします。
○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）それでは、農業振興についての質問をいたします。

　頑張る農業者を町では独自にどのように支援をするのかということにつきましては、昨年の９月の定例会で質問しまして、８カ月が経過しております。現在、内部協議なり外部協議なり、いろいろなところで協議され、方向性が示されるような案になっておるのであれば、お答え願いたいと思います。よろしくお願いいたします。
○議長（安元慶彦君）産業振興課長。
○産業振興課長（尾崎幸光君）それでは、頑張る農業者を町は独自でどのような支援をするのか、具体策はという御質問にお答えをいたします。

　先ほど荒牧議員がおっしゃられた９月の議会、それから前回の３月の議会の中でもお話があったことでございますが、頑張る農業者を応援するということで、平成２６年度に産業振興課のほうに、町の認定農業者、それから集落営農組織、直売所の出荷者組合、それから農業委員会の委員の皆様方に町独自の農業振興施策を意見書として出していただいておりまして、その内容をまだ現在産業振興課内で検討を繰り返しておるところでございます。この内容につきましては、財政協議等の必要もありまして、町独自の農業振興策を考えていかなければならないと考えております。
　その意見書の中で特に多くあった意見の内容を申しますと、農地の集約により耕作面積がふえ、農地の維持管理に多くの労力が割かれている状況がある、それから高齢化によるオペレーターの確保が難しい、農機具の購入・更新の場合の費用の問題、それから作物の栽培技術講習会の開催、新たな農産品目の集団的栽培など、いろいろな御意見をいただいております。その一つ一つについて現在検討を行っておるところでございます。その内容につきましては、国及び県の施策等を考えながら、町として実施できるものについては考えてまいりたいと思っております。
　また、町長からの指示で、農業を通して頑張る人を応援し、人づくりを推進しながら、九州一頑張る農業者を育成するという御指示がございました。産業振興課といたしましては、頑張っている先進地の視察等を行い、そのノウハウを調査研究するとともに、上毛町に合った特産品や販売ルートを研究し、売れるものを探し、頑張る農業者を育てていくことが、上毛町農業の振興、発展につながるものだと考えております。
○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）各団体への意見書の取りまとめというんですかね、そういうのは最終的にいつまでの提出での取りまとめで今検討しているんですかね。
○議長（安元慶彦君）産業振興課長。
○産業振興課長（尾崎幸光君）取りまとめについては、１１月の終わりに終わっております。それから、個々の施策について検討しておりまして、その部分についてまだ町として施策を打ち出していないという状況でございます。
○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）いつごろまでにはその取りまとめ、意見というんですかね、そういうことの取りまとめを終わり、内部協議なり進める方向でする予定にしていますか。
○議長（安元慶彦君）産業振興課長。
○産業振興課長（尾崎幸光君）私も４月に産業振興課へ異動してまいりまして、内容について全て把握しているわけではございませんので、今年度中にはその施策についてお話ができるのではないかと考えております。
○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）前回、昨年９月で質問したときには２７年度までには示すことができるという段階でありました。そしてまた３月につきましては、若干の時間をいただきたいということでした。４月から来たという課長の異動での話でありますが、今年度中にするということでありましても、１１月、１２月の時期の２８年度の予算も計画しなければならないとき、今年度中にするというような、出していきたいということはちょっと理解しにくいんですが、その点を質問いたします。
○議長（安元慶彦君）産業振興課長。
○産業振興課長（尾崎幸光君）議員が言われるように、２８年度の施策の中に入れられるように検討してまいりたいと思っております。
○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）同じ質問を何回もしたくありませんので、今回を最後にしたいと思います。

　そういう中、上毛町におきましては土地利用農業が中心で行っております。そして、農業者につきましては、個人の認定農業者、それから個人における法人、それから組織における法人、それから任意団体であります組織もあります。そういうところの代表者または関係の代表者を集めて、今出されている意見等の説明をして、そういう組織づくりをしたところで意見を求めて、早急に出してもらいたいと思います。そのような取り組みについては、課長としてどういうふうに考えますか。

○議長（安元慶彦君）産業振興課長。
○産業振興課長（尾崎幸光君）先ほど言われました意見書をいただいておりますので、その内容を今産業振興課のほうで精査をしております。その内容を施策としてできるのかどうかという部分を財政と協議しながら、代表者の方の御意見も聞きながら行っていきたいとは思っております。
○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）次回、９月の定例会においては一般質問しませんが、そういうところの整理をして提出していただきたいと思います。以上で農業振興の質問については終わります。
　次の企業誘致につきましては、町単独での企業誘致の優遇措置としまして、資金面また税金面での優遇措置はあるのか。そしてまた、場所の選定や企業誘致の計画について今後どのように取り組んでいくのか、計画案でもよろしいので、今後いつまでどのようにしてどのような方向でやっていくということをお聞かせ願いたいと思います。

○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）まず最初に、企業誘致についての町の優遇措置についてでございます。

　上毛町の企業誘致条例によりまして、町内において事業所及び研究開発施設の新設、増設または移設を行うものに対して奨励措置を行うことになっております。奨励措置を受けることができる事業者は、一つとして過疎地域自立促進特別措置法の適用を受けた事業所等の新設を行い、新規雇用者が５名以上の事業者、もう一つが、企業立地促進法の適用を受け事業所等の新設を行い、新規雇用者１５名以上の事業者、もう一つ、三つ目といたしまして、投下固定資産総額３,０００万円以上の事業所の新設等を行い、新規雇用者が５名以上で町長が特に必要と認める事業者が対象になります。
　奨励措置でございますが、先ほど言いました１番と２番、過疎地域自立促進法の関係と企業立地促進法の適用を受けた事業者につきましては、固定資産税の課税免除の創業日の属する年度の翌年度以降３年度分の固定資産税の免除がございます。３番目、投下固定資産総額３,０００万円以下の事業所等の新設に関係する事業者につきましては、固定資産税の課税免除額に相当する額を３年間に限り交付するということになっています。全事業３年間の固定資産税の補助なり免除なりが行われるということになっております。
　それ以外に、先ほど言いました１、２、３事業所関係ございますが、全ての事業者に対して、附帯施設等施設費補助金という形で、防災対策上の安全措置及び騒音、振動、水質汚濁対策等の周辺環境の保全を図るための防護措置で、必要と認められる最小限度の設備工事費で施設の整備に要する経費の４分の３の額、最高１,０００万円でございますが、交付するということになっております。また、自然災害による附帯施設等の復旧に係る費用の補助ということで、限度額２５０万円がございます。
　さらに、雇用奨励補助金ということで、事業開始に必要な常用雇用者を新規に町民から５人以上雇った場合に、１人につき２０万円、ただし６カ月を経過した者に限るということで、雇用奨励補助金がございます。
　最後にもう一つございますが、用地取得奨励補助金ということで、用地を新規に取得し事業を開始した場合における用地購入費の１００分の１０の額、最高１,０００万円でございますが、それを交付するという三つの補助金がございます。町の優遇措置としては以上の分でございます。
　それと続きまして、企業誘致の場所、誘致の方法等を含めたところの答弁になります。誘致の場所はどのようなところがいいかということでございますが、ある程度の面積があり、交通の便がよく、高規格道路に面しているとかそういう場所でございまして、水源があり、排水ができる、河川等に近い場所が適地の一つだと考えられます。しかし、業種によりまして、その条件は違ってくるものと思っております。
　企業誘致の方法といたしましては、ＰＲ用のパンフレット等の作成を行う、企業へのＤＭの発送、自治体みずからホームページによる発信、また首長、職員による誘致の交渉、あとは外部アドバイザーの助言、指導など、そういうことが企業誘致の方法の一つだと考えております。
　今後どのように誘致を確保するか、持っていくかということでございますが、現在具体的な企業等はもちろん決まっておりませんで、先ほど企業誘致の方法を答弁いたしましたが、首長、職員の直接交渉やパンフレット等の作成や企業にダイレクトメールの発送などを行うことによって、少しずつ推進を進めていかなければいけないのではないかと思っております。
　以上でございます。

○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）優遇措置について今述べたのは全部、町の単独というんですか、独自の資金で出されているということでいいですかね。
○議長（安元慶彦君）企画情報課長。
○企画情報課長（福田正晴君）そのとおりでございます。
○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）それから、企業の誘致場所、誘致方法につきましては、どういうところというか、そのどういうところをいつごろまでに選定し、２年後までには大体企業誘致するところを選定していくということで、土地開発公社等の理事会というんですかね、そういうのを開催したりして選定して、企業に来てもらうことを２年後または３年後、いつをめどにどういう企業に来てもらうか。そのセールス方法としてトップセールスするのか、そういうことを聞きたいんであります。水とかそういう条件もいろいろありますが、それはそういう中での検討かと思いますので、よろしくお願いいたします。
○議長（安元慶彦君）この答弁は、町長。
○町長（坪根秀介君）いつまでにというか、できれば早急に誘致をしたいと思っておりますが、これは先方、相手先があることでございますので、トップセールス、今年度も来年度もできる限りのことをしていきたいと思いますし、県、国あたりにもいろいろな情報をいただいてまいりたいと思っております。
○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）町長からトップセールスも含んだところでの誘致をやっていきたいということでありますが、企業が決まって、それからの土地の選定というんですか、場所の選定はしていくという考えか、それとも、場所の選定につきましてもある程度めどを持ったところで場所選定をしていくということはなく、あくまで企業を誘致するほうを先にして、企業と一緒になって場所の選定をしていくというような考え方ですかね。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）先に進めてまいりたいと考えております。
○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）企業誘致のほうですか。場所選定ですか。
○議長（安元慶彦君）町長。
○町長（坪根秀介君）土地の整備のほうを先に進めてまいりたいと考えています。
○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）そうすれば、またそういうところにつきましては早急に検討し、場所選定をし、企業誘致を一刻も早くやってもらいたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
　続きまして、３番目の上毛中学校に設置している太陽光発電についての質問をいたします。

　設置日、また発電容量、事業費、そしてまた事前に配付しておりませんが、その太陽光の目的、そして現在の売電の実績は事業計画書どおりの売電実績で移っているのか、また、今後の維持管理につきましては大きいメンテナンス等もあるかないかということも一緒にして、３点一緒に回答をよろしくお願いいたします。
○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）それでは、上毛中学校に設置している太陽光発電についてということでの御答弁をさせていただきます。

　まず、設置の目的でございますが、本町は御存じのように平成２１年度に環境の町の宣言を行っており、学校環境整備の一環として、太陽光発電を設置することにより環境対策並びに生徒への環境教育への充実を図ることを目的に設置させていただいております。

　また、稼働日につきましては、平成２５年５月１５日より稼働しております。

　発電容量につきましては、３０キロワットでございます。

　事業費につきましては、実施設計及び工事費を含めまして、合計で２,７４０万５,０００円でございます。
　また次に、売電の実績ということでございますが、売電実績につきましては２５年５月から２６年３月、２５年度中で１４３万５,６８６円の売り上げがございます。また、２６年度は２６年４月から２７年３月まででございますが、１６３万３,７３８円でございます。さらに、２７年４月から２７年の５月、先月までで３６万５,８１７円ございます。稼働日から平成２７年５月末までの合計で、３４３万５,２４１円の売電実績を上げております。
　また、維持管理費の経費ということでございますが、維持管理費の経費につきましては現在はかかっておりませんが、設置後１０年ぐらいでパワーコンディショナーの交換あるいはメディアコンバーターの交換というものが考えられますので、そのときには、設置業者である九電工に確認をした範囲では、概算でございますが約２００万円前後かかるということでお話をいただいているところでございます。
　以上でございます。
○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）ありがとうございました。今、売電の金額を聞きましたが、それはおおむね事業計画というんですかね、計画どおりに収入として上がってきていることと思いますが、２,７４５万５,０００円ということで、単純に計算すれば２０年で減価償却ということになると思います。そうした場合、現行のままの発電量で２０年間発電していくというような計算での事業ということでいいですか。
○議長（安元慶彦君）教務課長。
○教務課長（古原典幸君）単純に割ってみますと、約１６年でプラスマイナスゼロという形になろうかと思っております。そういった中で、太陽光の盤につきましては４０年ぐらいは十分使えるという話も聞いておりますし、１０年前後で２００万円程度の維持がかかるということを考えていきますと、十分設置の効果はあると思っております。それ以上に、職員室の前にリアルタイムで見られますモニターを設置して、生徒に環境の意識を十分植えつけておりますので、そういった部分が教育の面でかなりウエートを占めさせていただいている分と考えております。だから、そういったものも含めまして、十分設置の効果はあると思っております。

○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）そうしたら、１６０万円か１７０万円単年度で上がるということで、１６年という減価償却であると理解いたします。そしてまた、中学生の環境教育につきましても、そういう太陽光の自然発電ということで、授業の中で単発的には必修とはなくても、そういう話は学校の中でも取り組んでいるんですかね。
○議長（安元慶彦君）教育長。
○教育長（百留隆男君）自然の力をかりての発電というのが、子供の目の前に数字として画面に出ることは非常にすばらしいことだと思いますし、この調子で発電が進んでくれることを願っております。
○議長（安元慶彦君）荒牧議員。

○４番（荒牧弘敏君）そういうことで、中学校の玄関先での表示で生徒に啓蒙をしているということで、生徒に対しても自然に優しいエネルギーとしての教育をしているということで理解をしたいと思います。
　以上で私の質問を終わります。

○議長（安元慶彦君）荒牧議員の質問が終わりました。
　以上で一般質問は全て終了しました。

　ここで、会期日程についてお知らせします。運営資料、会期日程表には、６月１３日を一般質問予備日としておりましたが、一般質問は本日終了いたしましたので、１３日は休会といたします。
　本日はこれで散会します。御苦労でした。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　散会　午後　４時１８分
　　　平成２７年６月１２日
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